
�愛媛県規則第１５号
愛媛県議会議員及び愛媛県知事の資産等の公開に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県議会議員及び愛媛県知事の資産等の公開に関する条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県議会議員及び愛媛県知事の資産等の公開に関する条例施行規則（平成７年愛媛県規則第６６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第２号（第５条関係） 所得等報告書

省略

１ 所得

省略

分

離

課

税

省略

株式等の事業・譲渡・雑所得

上 場 株 式 等 の 配 当 所 得

省略

省略

２ 省略

注 省略

様式第２号（第５条関係） 所得等報告書

省略

１ 所得

省略

分

離

課

税

省略

株式等の事業・譲渡・雑所得

省略

省略

２ 省略

注 省略

発 行 愛 媛 県
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県規則第１６号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

省略

備考

�～� 省略

� 試験件数の欄中「理化学（項目別）」とあるのは項目別理

化学試験を、「理化学（７項目）」とあるのは愛媛県立衛生

環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県

規則第１７号）別表第１ ９の部イの項試験項目の欄に掲げる

理化学試験をいう。

� 省略

（裏） 省略

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

検査分類 試験項目
検体

の量
単位

使用料

金額

１～１４ 省

略
せつ

１５ 排 泄
ぴ

物、分泌

物及び浸

出物

ア 省略

イ 細菌培養同定検

査
くう

� 口腔、気道又

は呼吸器からの

検体

� 消化管からの

検体

� その他の部位

からの検体

同

同

同

１，１２０円

１，１２０円

９６０円

ウ 簡易培養検査 同 ４８０円

エ 省略

オ 抗酸菌検査

� 分離検査

ａ 抗酸菌分離

培養検査１

ｂ 同２

� 同定検査

同

同

同

１，６００円

１，４４０円

２，３２０円

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

省略

備考

�～� 省略

� 試験件数の欄中「理化学（項目別）」とあるのは項目別理

化学試験を、「理化学（７項目）」とあるのは愛媛県立衛生

環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県

規則第１７号）別表第１ １０の部イの項試験項目の欄に掲げる

理化学試験をいう。

� 省略

（裏） 省略

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

検査分類 試験項目
検体

の量
単位

使用料

金額

１～１４ 省

略
せつ

１５ 排 泄
ぴ

物、分泌

物及び浸

出物

ア 省略

イ 細菌培養同定検

査
くう

� 口腔、気道又

は呼吸器からの

検体

� 消化管からの

検体

� その他の部位

からの検体

同

同

同

１，０４０円

１，０４０円

８８０円

ウ 簡易培養検査 同 ４４０円

エ 省略

オ 抗酸菌検査

� 分離検査

ａ 抗酸菌分離

培養検査１

ｂ 同２

� 同定検査

同

同

同

１，２００円

１，１２０円

２，２４０円

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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カ 薬剤感受性検査

� 抗酸菌

� 一般細菌

同

１検体

１菌種

１検体

２菌種

１検体

３菌種

以上

２，４００円

１，１２０円

１，４４０円

１，８４０円

キ 省略

ク 微生物同定検査

� 省略

� 大腸菌抗原同

定検査

同 １，４４０円

１６ 血清等

（梅毒反

応及びそ

の他の血

清反応）

ア 梅毒脂質抗原使

用検査

�・� 省略

イ ＴＰＨＡ反応

� 省略

� 定量法 同 ４２０円

ウ 省略

エ 省略

オ 省略

１７ 臨

床病

理

血

液

しょう

末梢血液一般検査

（血球数、血色素、

ヘマトクリット等）

１検体 １６０円

省略

リン脂質 省略

遊離脂肪酸 省略

ＨＤＬ―コレステロ

ール、総コレステロ

ール、アスパラギン

酸アミノトランスフ

ェ ラ ー ゼ （ Ａ Ｓ

Ｔ）、アラニンアミ

ノトランスフェラー

ゼ（ＡＬＴ）、Ｐ及

びＨＰＯ４

省略

総鉄結合能 同 ２４０円

不飽和鉄結合能 同 ２４０円

省略

省

略

カ 薬剤感受性検査

� 抗酸菌

� 一般細菌

同

１検体

１菌種

１検体

２菌種

１検体

３菌種

以上

１，６００円

１，０４０円

１，３６０円

１，７６０円

キ 省略

ク 微生物同定検査

� 省略

� 大腸菌抗原同

定検査

同 １，５２０円

１６ 血清等

（梅毒反

応及びそ

の他の血

清反応）

ア ワツセルマン反

応（緒方法）

�・� 省略

イ 沈降反応（ガラ

ス板法、凝集法

等）

１検体 １２０円

ウ ＴＰＨＡ反応

� 省略

� 定量法 同 ４４０円

エ 省略

オ 省略

カ 省略

１７ 臨

床病

理

血

液

しょう

末梢血液一般検査

（血球数、血色素、

ヘマトクリット等）

同 １７０円

省略

リン脂質、β―リポ
たん

蛋白

省略

総脂質、遊離脂肪酸 省略

ＨＤＬ―コレステロ

ール、総コレステロ

ール、トランスアミ

ナーゼ（ＧＯＴ、Ｇ

ＰＴ）

、Ｐ及

びＨＰＯ４

省略

総鉄結合能 同 ６８０円

不飽和鉄結合能 同 ６４０円

省略

省

略

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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１８ ウイル

ス（脳死

及び心停

止後の臓

器提供者

検査以外

のもの）

省略

ＨＩＶ―１抗 体 価

（ウエスタンブロッ

ト法）

省略

ＨＩＶ―２抗 体 価

（ウエスタンブロッ

ト法）

省略

省略

１９ 省略

２０ 免疫学

的 検 査

（脳死及

び心停止

後の臓器

提供者検

査以外の

もの）

省略

リンパ球幼若化検査 １検体 ２，８００円

省略
たん

結核菌特異蛋白刺激

性遊離インターフェ

ロン測定

同 ４，８００円

省略

組織適合性検査

（ＨＬＡ遺伝子―Ａ

ローカス検査）

省略

省略

２１ 病理学

的検査

染色体検査 １検体 ２０，８００円

同（分染法） 同 ２４，０００円

省略

２２～２４ 省

略

２５ 採取 採血（静脈） １検体 １００円

省略

２６ 省略

附 則

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則別表第１の規定は、この規則の施行の日以後の試験等の依頼に係る使

用料について適用し、同日前の試験等の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。

��������������
�愛媛県規則第１７号
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（委任）

第１条 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５３

条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談所長

に委任する。

１８ ウイル

ス（脳死

及び心停

止後の臓

器提供者

検査以外

のもの）

省略

ＨＩＶ―１抗体価精

密測定

省略

ＨＩＶ―２抗体価精

密測定

省略

省略

１９ 省略

２０ 免疫学

的 検 査

（脳死及

び心停止

後の臓器

提供者検

査以外の

もの）

省略

リンパ球幼若化検査 １検体 ２，３２０円

省略
たん

結核菌特異蛋白刺激

性遊離インターフェ

ロン測定

同 ３，３６０円

省略

同

（ＨＬＡ遺伝子―Ａ

ローカス検査）

省略

省略

２１ 病理学

的検査

染色体検査 １検体 １６，０００円

同（分染法） 同 １９，２００円

省略

２２～２４ 省

略

２５ 採取 採血（静脈） １検体 ８０円

省略

２６ 省略

（委任）

第１条 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５３

条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談所長

に委任する。

改 正 後 改 正 前
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�～� 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（第４号、第

５号、第７号、第１０号の２、第１３号及び第１４号に掲げる権限に

係るものに限る。）。

�の２～� 省略

�の２ 施行規則第２６条（施行規則第３２条及び第５１条の２におい

て準用する場合を含む。）の規定による書類の送付に関するこ

と。

�の３ 施行規則第２７条（施行規則第３２条及び第５１条の２におい

て準用する場合を含む。）の規定による入所又は入院した児童

等に係る届出の受理に関すること。

� 施行規則第３６条の４２第１項の規定による調査に関すること

（第２３条の４第２項の規定により同条第１項の申請書が児童相

談所長を経由する場合に限る。）。

�～� 省略

� 施行規則第３６条の４７の規定により養育里親の認定等に準じて

行う施行規則第１条の３３第２項第１号に掲げる者（以下「養子

縁組希望里親希望者」という。）及び同項第２号に掲げる者

（以下「親族里親希望者」という。）に係る第２０号に掲げる知

事の権限

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～	の９ 省略

	の１０ 法第３４条の１３第４項の規定による一時預かり事業を行う

者に対する事業の制限及び停止の命令に関すること。

	の１１ 法第３４条の１４の規定による家庭的保育事業の開始、変更

並びに廃止及び休止の届出の受理に関すること。

	の１２ 法第３４条の１６第１項の規定による家庭的保育事業を行う

市町に対する報告の徴収及び立入検査に関すること。

	の１３ 法第３４条の１６第２項において準用する法第１８条の１６第２

項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関するこ

と。

	の１４ 法第３４条の１６第３項の規定による家庭的保育事業を行う

市町に対する措置命令に関すること。

	の１５ 法第３４条の１６第４項の規定による家庭的保育事業を行う

市町に対する事業の制限及び停止の命令に関すること。

	の１６ 省略

	の１７ 省略

	の１８ 省略

	の１９ 省略


～�の２ 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（第４号から

第６号までに掲げる権限に係るものに限る。）。

�の２～� 省略

� 施行規則第３６条の４２第１項の規定による調査に関すること

（第２３条の４第２項の規定により同条第１項の申請書が地方局

長を経由する場合に限る。）。


～� 省略

� 施行規則第３６条の４７の規定により養育里親の認定等に準じて

行う養子縁組希望里親希望者及び親族里親希望者に係る第２１号

に掲げる知事の権限

３・４ 省略

�～� 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（第４号から

第７号まで 、第１３号及び第１４号に掲げる権限に

係るものに限る。）。

�の２～� 省略

�の２ 施行規則第２６条

の規定による書類の送付に関するこ

と。

�の３ 施行規則第２７条

の規定による入所又は入院した児童

等に係る届出の受理に関すること。

� 施行規則第３６条の３８第１項の規定による調査に関すること

（第２３条の４第２項の規定により同条第１項の申請書が児童相

談所長を経由する場合に限る。）。

�～� 省略

� 施行規則第３６条の４３の規定により養育里親の認定等に準じて

行う施行規則第１条の３２第２項第１号に掲げる者（以下「養子

縁組希望里親希望者」という。）及び同項第２号に掲げる者

（以下「親族里親希望者」という。）に係る第２０号に掲げる知

事の権限

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～	の９ 省略

	の１０ 第３４条の１３第４項の規定による

事業の制限及び停止の命令に関すること。

	の１１ 省略

	の１２ 省略

	の１３ 省略

	の１４ 省略


～�の２ 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（前３号

に掲げる権限に係るものに限る。）。

�の２～� 省略

� 施行規則第３６条の３８第１項の規定による調査に関すること

（第２３条の４第２項の規定により同条第１項の申請書が地方局

長を経由する場合に限る。）。


～� 省略

� 施行規則第３６条の４３の規定により養育里親の認定等に準じて

行う養子縁組希望里親希望者及び親族里親希望者に係る第２１号

に掲げる知事の権限

３・４ 省略
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（指定療育機関の届出事項の様式）

第６条 施行規則第１５条第１号 の規定による変更の届出は指

定療育機関変更届（様式第９号）により、同条第２号の規定によ

る休止又は再開の届出は指定療育機関休止（再開）届（様式第１０

号）によるものとする。

（指定療育機関の指定の辞退）

第７条 施行規則第１６条 の規定による辞退の申出は、指定療

育機関辞退届（様式第１１号）によるものとする。

（児童相談所長の指導措置）

第１８条 省略

２ 省略

３ 児童相談所長は、児童に対し第１項の規定による措置を採ると

きは、児童の保護者の立会を求めなければならない。ただし、保

護者がないとき、又はこれに立会を求めることが不適当なとき

は、この限りでない。

（指導担当者の報告書）

第２１条 児童委員、知的障害者福祉司、社会福祉主事又は支援セン

ターは、法第２６条第１項第２号若しくは第２７条第１項第２号又は

令第３０条 の規定により指導している児童又はその保護者等の

指導状況について状況報告書（様式第１９号）を作成し、意見を付

して毎翌月１０日までに所轄の児童相談所長に提出しなければなら

ない。

２ 省略

（児童福祉施設の長又は指定医療機関の長の届出書）

第２３条 施行規則第２７条第１号（施行規則第３２条及び第５１条の２に

おいて準用する場合を含む。）の規定による届出は児童の死亡届

書（様式第２０号）により、施行規則第２７条第２号（施行規則第３２

条及び第５１条の２において準用する場合を含む。）の規定による

届出は児童の措置届書（様式第２１号）により、施行規則第２７条第

３号（施行規則第３２条及び第５１条の２において準用する場合を含

む。）の規定による届出は在所期間延長等届書（様式第２２号）に

よるものとする。

（養育里親名簿等）

第２３条の３ 法第３４条の１８に規定する養育里親名簿は、養育里親名

簿（様式第２２号の４）（養子縁組希望里親希望者にあつては、養

子縁組希望里親名簿（様式第２２号の５））によるものとする。

（養育里親認定登録申請書等）

第２３条の４ 施行規則第３６条の４１第１項及び第２項に規定する申請

書は、養育里親（専門里親）認定登録申請書（様式第２３号）（養

子縁組希望里親希望者にあつては養子縁組希望里親認定登録申請

書（様式第２３号の２）、親族里親希望者にあつては親族里親認定

申請書（様式第２３号の３））によるものとする。

２～４ 省略

５ 知事は、施行規則第３６条の４２第１項の規定による調査を児童相

談所の所員、社会福祉主事又は児童委員にさせ、養育里親（専門

里親）・養子縁組希望里親・親族里親家庭調査票（様式第２３号の

４）を作成するものとする。

６ 施行規則第３６条の４２第２項の規定による通知は、養育里親（専

門里親）・養子縁組希望里親名簿登録（更新）（不登録（不更

新））通知書（様式第２３号の５）（親族里親希望者にあつては、

親族里親認定（不認定）通知書（様式第２４号））によるものとす

る。

（指定療育機関の届出事項の様式）

第６条 施行規則第１５条第１項第１号の規定による変更の届出は指

定療育機関変更届（様式第９号）により、同項第２号の規定によ

る休止又は再開の届出は指定療育機関休止（再開）届（様式第１０

号）によるものとする。

（指定療育機関の指定の辞退）

第７条 施行規則第１６条第１項の規定による辞退の申出は、指定療

育機関辞退届（様式第１１号）によるものとする。

（児童相談所長の指導措置）

第１８条 省略

２ 省略

３ 児童相談所長は、児童に対し前項 の規定による措置を採ると

きは、児童の保護者の立会を求めなければならない。ただし、保

護者がないとき、又はこれに立会を求めることが不適当なとき

は、この限りでない。

（指導担当者の報告書）

第２１条 児童委員、知的障害者福祉司、社会福祉主事又は支援セン

ターは、法第２６条第１項第２号若しくは第２７条第１項第２号又は

令第９条の８の規定により指導している児童又はその保護者等の

指導状況について状況報告書（様式第１９号）を作成し、意見を付

して毎翌月１０日までに所轄の児童相談所長に提出しなければなら

ない。

２ 省略

（児童福祉施設の長又は指定医療機関の長の届出書）

第２３条 施行規則第２７条第１号

の規定による届出は児童の死亡届

書（様式第２０号）により、同条第２号

の規定による

届出は児童の措置届書（様式第２１号）により、同条第３号

の規定による届出は在所期間延長等届書（様式第２２号）に

よるものとする。

（養育里親名簿等）

第２３条の３ 法第３４条の１４に規定する養育里親名簿は、養育里親名

簿（様式第２２号の４）（養子縁組希望里親希望者にあつては、養

子縁組希望里親名簿（様式第２２号の５））によるものとする。

（養育里親認定登録申請書等）

第２３条の４ 施行規則第３６条の３７第１項及び第２項に規定する申請

書は、養育里親（専門里親）認定登録申請書（様式第２３号）（養

子縁組希望里親希望者にあつては養子縁組希望里親認定登録申請

書（様式第２３号の２）、親族里親希望者にあつては親族里親認定

申請書（様式第２３号の３））によるものとする。

２～４ 省略

５ 知事は、施行規則第３６条の３８第１項の規定による調査を児童相

談所の所員、社会福祉主事又は児童委員にさせ、養育里親（専門

里親）・養子縁組希望里親・親族里親家庭調査票（様式第２３号の

４）を作成するものとする。

６ 施行規則第３６条の３８第２項の規定による通知は、養育里親（専

門里親）・養子縁組希望里親名簿登録（更新）（不登録（不更

新））通知書（様式第２３号の５）（親族里親希望者にあつては、

親族里親認定（不認定）通知書（様式第２４号））によるものとす

る。
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７ 省略

（養育里親届出書等）

第２３条の５ 施行規則第３６条の４３の規定による届出又は里親が行う

養育に関する最低基準第１４条第２項及び第３項の規定による届出

は、養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親（受託

児童）届出書（様式第２５号）によるものとする。

２～４ 省略

（養育里親名簿登録更新申請書等）

第２３条の６ 施行規則第３６条の４６第１項の規定による申請は、養育

里親（専門里親）名簿登録更新申請書（様式第２６号）によるもの

とする。

２～４ 省略

５ 知事は、施行規則第３６条の４６第１項の規定による登録の更新を

し、又はしないことの決定を行つたときは、養育里親（専門里

親）・養子縁組希望里親名簿登録（更新）（不登録（不更新））

通知書により、当該養育里親に通知するものとする。

６ 省略

７ 知事は、施行規則第３６条の４６第１項の規定による申請があつた

ときその他必要があると認めるときは、児童相談所の所員、社会

福祉主事又は児童委員に、当該養育里親が適当であるかどうかを

調査させ、養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親

家庭調査票を作成するものとする。

（養育里親名簿登録消除申出書等）

第２４条 施行規則第３６条の４４第１項第１号の規定による申出は、養

育里親名簿登録（養子縁組希望里親名簿登録・親族里親認定）消

除申出書（様式第２７号）によるものとする。

２～４ 省略

第２５条 削除

（児童相談所長の養子縁組承諾許可申請）

第３５条の２ 施行規則第３６条の２８第１項の規定による申請は、養子

縁組承諾許可申請書（様式第３０号の５）によるものとする。

２ 省略

３ 知事は、施行規則第３６条の２８第２項の規定により通知をすると

きは、養子縁組承諾許可（不許可）書（様式第３０号の７）を児童

相談所長に送付するものとする。

第３８条の４ 省略

（家庭的保育事業開始届出書）

第３８条の５ 法第３４条の１４第１項の規定による届出は、家庭的保育

事業開始届出書（様式第３０号の１５）によるものとする。

（家庭的保育事業変更届出書）

第３８条の６ 法第３４条の１４第２項の規定による届出は、家庭的保育

事業変更届出書（様式第３０号の１６）によるものとする。

（家庭的保育事業廃止届出書等）

第３８条の７ 法第３４条の１４第３項の規定による届出は、家庭的保育

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の１７）によるものとする。

様式第９号（第６条関係） 指定療育機関変更届出

省略

下記のとおり指定療育機関の指定申請事項の一部を変更したか

ら児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１５条第１号

の規定により届け出ます。

省略

７ 省略

（養育里親届出書等）

第２３条の５ 施行規則第３６条の３９の規定による届出又は里親が行う

養育に関する最低基準第１４条第２項及び第３項の規定による届出

は、養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親（受託

児童）届出書（様式第２５号）によるものとする。

２～４ 省略

（養育里親名簿登録更新申請書等）

第２３条の６ 施行規則第３６条の４２第１項の規定による申請は、養育

里親（専門里親）名簿登録更新申請書（様式第２６号）によるもの

とする。

２～４ 省略

５ 知事は、施行規則第３６条の４２第１項の規定による登録の更新を

し、又はしないことの決定を行つたときは、養育里親（専門里

親）・養子縁組希望里親名簿登録（更新）（不登録（不更新））

通知書により、当該養育里親に通知するものとする。

６ 省略

７ 知事は、施行規則第３６条の４２第１項の規定による申請があつた

ときその他必要があると認めるときは、児童相談所の所員、社会

福祉主事又は児童委員に、当該養育里親が適当であるかどうかを

調査させ、養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親

家庭調査票を作成するものとする。

（養育里親名簿登録消除申出書等）

第２４条 施行規則第３６条の４０第１項第１号の規定による申出は、養

育里親名簿登録（養子縁組希望里親名簿登録・親族里親認定）消

除申出書（様式第２７号）によるものとする。

２～４ 省略

（児童相談所長の養子縁組承諾許可申請）

第３５条の２ 施行規則第３６条の２第１項の規定による申請は、養子

縁組承諾許可申請書（様式第３０号の５）によるものとする。

２ 省略

３ 知事は、施行規則第３６条の２第２項の規定により通知をすると

きは、養子縁組承諾許可（不許可）書（様式第３０号の７）を児童

相談所長に送付するものとする。

第３８条の４ 省略

様式第９号（第６条関係） 指定療育機関変更届出

省略

下記のとおり指定療育機関の指定申請事項の一部を変更したか

ら児童福祉法施行規則第１５条第１項第１号

の規定によりお届けする。

省略
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省略

様式第１２号（第８条関係） 障害児施設給付費（特定入所障害児食

費等給付費）支給申請書兼利用者負担額減額（免除）申請書

省略

減

免

に

関

す

る

事

項

□１ 負担上限月額に関する事項

次の区分の適用を申請します。

□生活保護受給世帯

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円以下のもの

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円を超えるもの

□市町村民税課税世帯（所得割の額が、１８歳以上の障

害者の属する世帯にあつては１６万円未満、障害児の

属する世帯にあつては２８万円未満である場合に限

る。）に属する者

省略

□� 施設の利用者が２０歳以上の者であつて、次

のいずれにも該当すること。

ア・イ 省略

省略

省略

注 省略

様式第１２号の２（第８条の２関係） 障害児施設給付費（特定入所

障害児食費等給付費）利用者負担額変更申請書

省略

減

免

に

関

す

る

事

項

□１ 負担上限月額に関する事項

次の区分の適用（の変更）を申請します。

□生活保護受給世帯

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円以下のもの

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円を超えるもの

□市町村民税課税世帯（所得割の額が、１８歳以上の障

害者の属する世帯にあつては１６万円未満、障害児の

属する世帯にあつては２８万円未満である場合に限

る。）に属する者

省略

□� 施設の利用者が２０歳以上の者であつて、次

のいずれにも該当すること。

ア・イ 省略

省略

省略

様式第１２号（第８条関係） 障害児施設給付費（特定入所障害児食

費等給付費）支給申請書兼利用者負担額減額（免除）申請書

省略

減

免

に

関

す

る

事

項

□１ 負担上限月額に関する事項

次の区分の適用を申請します。

□生活保護受給世帯

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円以下のもの

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円を超えるもの

省略

□� 施設の利用者が２０歳以上の者であつて、次

のいずれにも該当すること。

ア・イ 省略

ウ 次に掲げる資産を有していないこと。

� ３５０万円を超える預貯金等

� 不動産（親族等が現に居住する不動産

を除く。）

省略

省略

注 省略

様式第１２号の２（第８条の２関係） 障害児施設給付費（特定入所

障害児食費等給付費）利用者負担額変更申請書

省略

減

免

に

関

す

る

事

項

□１ 負担上限月額に関する事項

次の区分の適用（の変更）を申請します。

□生活保護受給世帯

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円以下のもの

□市町村民税非課税世帯に属する者であつて、合計所

得金額及び障害者基礎年金等の収入の合計額が８０万

円を超えるもの

省略

□� 施設の利用者が２０歳以上の者であつて、次

のいずれにも該当すること。

ア・イ 省略

ウ 次に掲げる資産を有していないこと。

� ３５０万円を超える預貯金等

省略

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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省略

注 省略

様式第２０号（第２３条関係） 児童の死亡届書

省略

愛媛県 児童相談所長 様

施設長（受託者）

省略

当施設に入所中の下記児童（受託中の下記児童）が死亡したの

で、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条（第

３２条（第５１条の２）において準用する同省令第２７条）の規定によ

り届け出ます 。

記

１ 省略

２ 入所（受託）年月日 省略

３～５ 省略

注 不要の文字は、抹消すること。

様式第２１号（第２３条関係） 児童の措置届書

省略

愛媛県 児童相談所長 様

施設長（受託者）

省略

当施設に入所中の下記児童（受託中の下記児童）について措置

の解除、停止、変更が適当と認められるので、児童福祉法施行規

則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条（第３２条（第５１条の２）に

おいて準用する同省令第２７条）の規定により届け出ます 。

記

１ 省略

２ 入所（受託）年月日 省略

３～６ 省略

注 省略

様式第２２号（第２３条関係） 在所（受託）期間延長等届書

在所（受託）期間延長等届書

省略

施設長（受託者） 住所

氏名

省略

入所（受託）年月日 省略

省略

注 不要の文字は、抹消すること。

様式第２２号の３（第２３条の２関係） 親族里親許可（不許可）書

省略

注 省略

様式第２３号（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）認定登録申

請書

� 不動産（親族等が現に居住する不動産

を除く。）

省略

注 省略

様式第２０号（第２３条関係） 児童の死亡届書

省略

愛媛県知事 様

施設長

省略

当施設に入所中の下記児童 が死亡したの

で、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条

によ

りお届けします。

記

１ 省略

２ 入所年月日 省略

３～５ 省略

様式第２１号（第２３条関係） 児童の措置届書

省略

愛媛県知事 様

施設長

省略

当施設に入所中の下記児童 について措置

の解除、停止、変更を適当と認められるので、児童福祉法施行規

則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２７条

によりお届けします。

記

１ 省略

２ 入所年月日 省略

３～６ 省略

注 省略

様式第２２号（第２３条関係） 在所期間延長等届書

在所期間延長等届書

省略

施設長 住所

氏名

省略

入 所 年 月 日 省略

省略

様式第２２号の３（第２３条の２関係） 親族里親許可（不許可）書

省略

注１ 省略

２ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付すること。

様式第２３号（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）認定登録申

請書

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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省略

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号）第３４条の１９第１項各号のいずれにも該当しない者であ

ることを証する書類

�～� 省略

様式第２３号の２（第２３条の４関係） 養子縁組希望里親認定登録申

請書

省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法 （昭和２２年法律第

１６４号）第３４条の１９第１項各号のいずれにも該当しない者

であることを証する書類

�～� 省略

様式第２３号の３（第２３条の４関係） 親族里親認定申請書

省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法 （昭和２２年法律第

１６４号）第３４条の１９第１項各号のいずれにも該当しない者

であることを証する書類

�・� 省略

様式第３０号（第２９条関係） 証票

（表） 省略

（裏）

省略

第２８条 保護者が、その児童を虐待し、著しくその監護を

怠り、その他保護者に監護させることが著しく当該児童

の福祉を害する場合において、第２７条第１項第３号の措

置を採ることが児童の親権を行う者又は未成年後見人の

意に反するときは、都道府県は、次の各号の措置を採る

ことができる。

� 保護者が親権を行う者又は未成年後見人であるとき

は、家庭裁判所の承認を得て、第２７条第１項第３号の

措置を採ること。

� 保護者が親権を行う者又は未成年後見人でないとき

は、その児童を親権を行う者又は未成年後見人に引き

渡すこと。ただし、その児童を親権を行う者又は未成

年後見人に引き渡すことが児童の福祉のため不適当で

あると認めるときは、家庭裁判所の承認を得て、第２７

条第１項第３号の措置を採ること。

省略

第２９条 都道府県知事は、前条の規定による措置をとるた

省略

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 申請者及びその同居人が児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号）第３４条の１５第１項各号のいずれにも該当しない者であ

ることを証する書類

�～� 省略

様式第２３号の２（第２３条の４関係） 養子縁組希望里親認定登録申

請書

省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が、児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条の１５第１項各号のいずれにも該当しない者

であることを証する書類

�～� 省略

様式第２３号の３（第２３条の４関係） 親族里親認定申請書

省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 申請者及びその同居人が、児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３４条の１５第１項各号のいずれにも該当しない者

であることを証する書類

�・� 省略

様式第３０号（第２９条関係） 証票

（表） 省略

（裏）

省略

第２８条 保護者が、その児童を虐待し、著しくその監護を

怠り、その他保護者に監護させることが著しく当該児童

の福祉を害する場合において、第２７条第１項第３号の措

置を採ることが児童の親権を行う者又は後見人 の

意に反するときは、都道府県は、次の各号の措置を採る

ことができる。

� 保護者が親権を行う者又は後見人 であるとき

は、家庭裁判所の承認を得て、第２７条第１項第３号の

措置を採ること。

� 保護者が親権を行う者又は後見人 でないとき

は、その児童を親権を行う者又は後見人 に引き

渡すこと。ただし、その児童を親権を行う者又は後見

人 に引き渡すことが児童の福祉のため不適当で

あると認めるときは、家庭裁判所の承認を得て、第２７

条第１項第３号の措置を採ること。

省略

第２９条 都道府県知事は、前条の規定による措置をとるた

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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め、必要があると認めるときは、児童委員又は児童の福

祉に関する事務に従事する職員をして、児童の住所若し

くは居所又は児童の従業する場所に立ち入り、必要な調

査又は質問をさせることができる。この場合において

は、その身分を証明する証票を携帯させ、関係者の請求

があつたときは、これを提示させなければならない。

注 省略

様式第３０号の３（第３０条関係） 児童を同居させた旨の届出書

省略

同居

して

いる

児童

省略

親権者又は未成年後見人

氏名

省略

親権者又は未成年後見人

と児童との間柄

省略

省略

注 省略

様式第３０号の５（第３５条の２、第４０条関係） 養子縁組承諾許可申

請書

様式第３０号の５（その１）

養子縁組承諾許可申請書 省略

児

童

省略

氏名 親権者又は未

成年後見人の

ない理由

生年

月日

年 月

日

年

齢
歳

性

別

省略

注 省略

様式第３０号の５（その２）

養子縁組承諾許可申請書 省略

児

童

省略

氏名 親権者又は未

成年後見人の

ない理由

生年

月日

年 月

日

年

齢
歳

性

別

省略

注 省略

様式第３０号の１４の次に次の３様式を加える。

め、必要があると認めるときは、児童委員又は児童の福

祉に関する事務に従事する職員をして、児童の住所若し

くは居所又は児童の従業する場所に立ち入り、必要な調

査又は質問をさせることができる。この場合において

は、その身分を証明する証票を携帯させなければ

ならない。

注 省略

様式第３０号の３（第３０条関係） 児童を同居させた旨の届出書

省略

同居

して

いる

児童

省略

親権者又は後見人氏名 省略

親権者又は後見人

と児童との間柄

省略

省略

注 省略

様式第３０号の５（第３５条の２、第４０条関係） 養子縁組承認許可申

請書

様式第３０号の５（その１）

養子縁組承認許可申請書 省略

児

童

省略

氏名 親権又は後見

人 の

ない理由

生年

月日

年 月

日

年

齢
歳

性

別

省略

注 省略

様式第３０号の５（その２）

養子縁組承認許可申請書 省略

児

童

省略

氏名 親権又は後見

人 の

ない理由

生年

月日

年 月

日

年

齢
歳

性

別

省略

注 省略

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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家庭的保育事業開始届出書
第 号
年 月 日

地方局長 様

市町長 □印

事 業 の 種 類

事 業 の 内 容

経 営 の 責 任 者 氏 名 及 び 経 歴 別紙のとおり

福祉の実 務に当
たる幹部職員

氏 名 及 び 経 歴 別紙のとおり

家 庭 的 保 育 者
氏 名 、 経 歴 及
び住所

別紙のとおり

事業の用 に供す
る施設の概要

名 称
種 類
所 在 地
利 用 定 員

事 業 開 始 の 予 定 年 月 日

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、 及び に掲げ
る書類は、インターネットによる公開を行つている場合にあ
つては、添付を要しない。

建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要を記載した
書類
収支予算書
事業計画書

（１）

（２）
（３）

（３）（２）

様式第３０号の１５（第３８条の５関係） 家庭的保育事業開始届出書

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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家庭的保育事業変更届出書

第 号

年 月 日

地方局長 様

市町長 □印

事 業 の 種 類

事 業 の 内 容

変 更 事 項
（変更年月日）

変 更 前 の 内 容 変 更 後 の 内 容 変 更 の 理 由

( 年 月 日 )

( 年 月 日 )

( 年 月 日 )

( 年 月 日 )

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第３０号の１６（第３８条の６関係） 家庭的保育事業変更届出書

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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家庭的保育事業廃止（休止）届出書

第 号

年 月 日

地方局長 様

市町長 □印

事 業 の 種 類

事 業 の 内 容

廃 止 （ 休 止 ） し よ う と
する年月日

年 月 日

廃 止 （ 休 止 ） の 理 由

現 に 保 育 を 受 け て い る
乳幼児に対する措置

休 止 の 予 定 期 間
（ 廃 止 す る 場 合 に あ つ て は 、 記 載 の
必要はない。）

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。

様式第３０号の１７（第３８条の７関係） 家庭的保育事業廃止（休止）届出書
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附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県規則第１８号
愛媛県土木費補助規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県土木費補助規則の一部を改正する規則

愛媛県土木費補助規則（昭和３９年愛媛県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（補助の対象）

第２条 省略

２ 次の各号のいずれかに該当する事業に対しては、前項の規定に

かかわらず、特別の理由のある場合のほかは補助しない。

�～� 省略

� 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第１項の規定に

より指定された都市計画区域以外の区域

に係る下

水道事業及び都市公園事業

� 省略

３ 省略

（補助率）

第３条 補助率は、事業費（事務費及び工事雑費を除く。この条に

おいて同じ。）に対し、次のとおりとする。この場合において、

当該事業に関し国庫補助金又は国庫負担金 があるときは、これ

に相当する金額を事業費から控除したものをもつて当該事業費と

みなす。

補助の対象 補助率

省略

都市計画法に規定する都市計画区域

に

係る下水道事業

１０分の４

以内

省略

附 則

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県土木費補助規則の規定は、平成２２年度事業（平成２１年度以前の事業で繰越しとなったものを除く。）から適用し、平成

２１年度以前の事業（平成２２年度以降に繰越しとなった事業を含む。）については、なお従前の例による。

（補助の対象）

第２条 省略

２ 次の各号のいずれかに該当する事業に対しては、前項の規定に

かかわらず、特別の理由のある場合のほかは補助しない。

�～� 省略

� 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第１項の規定に

より指定された都市計画区域以外の区域（都市計画法施行令

（昭和４４年政令第１５８号）附則第４条第２号及び第３号の規定

により国土交通大臣が指定した市町の区域を除く。）に係る下

水道事業及び都市公園事業

� 省略

３ 省略

（補助率）

第３条 補助率は、事業費

に対し、次のとおりとする。この場合において、

当該事業に関し国庫補助金又は、国庫負担金があるときは、これ

に相当する金額を事業費から控除したものをもつて当該事業費と

みなす。

補助の対象 補助率

省略

都市計画法に規定する都市計画区域（都市計画法

施行令附則第４条第２号及び第３号の規定により

国土交通大臣が指定した市町の区域を含む。）に

係る下水道事業

１０分の４

以内

省略

改 正 後 改 正 前
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�愛媛県告示第４０１号
加入区の設定（漁獲共済）（平成１４年１２月愛媛県告示第２０１３号）の一部を次のように改正し、平成２２年４月１日から施行する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

区 域 区 分

１～１１ 省略

１２ 大浜区域（大浜漁業協同

組合の地区のうち、平成２２

年４月１日付け合併前の大

浜漁業協同組合の地区）

省略

１３～４５ 省略

�������
�愛媛県告示第４０２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１１条第１項の規定に基づき、

区画漁業の免許の内容たるべき事項等を次のように定める。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 免許番号、免許の内容たるべき事項、地元地区及び制限又は条

件

� ア 免許番号 燧特区第１１１号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業 ひじき養殖業
１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 今治市関前岡村島地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大高潮時海

岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区域

基点 Ａ 今治市関前岡村甲３１２４番地２１の護岸の標識

Ｂ 今治市関前岡村甲２０３４番地２地先護岸の標

識

点 ア Ａから広島県大崎上島戸野浜（トノバ）南

端見通し３００メートルの点

イ Ｂから広島県大崎上島戸野浜（トノバ）南

端見通し３００メートルの点

ウ 地元地区 今治市関前

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６０号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市蒋渕地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ、エサ、サコ及びコアの６直線によっ

て囲まれた区域。

ただし、オカ、カキ、キク及びクオの４直線によって

囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 宇和島市蒋渕４５２番地細木運河護岸の西端

から海岸線沿い東へ１３０メートルの標識

Ｂ 宇和島市蒋渕３７８番地崩の浦鼻突端

Ｃ Ａから海岸線沿い東へ８０メートルの標識

Ｄ Ａから海岸線沿い東へ１６０メートルの標識

Ｅ Ａから海岸線沿い東へ４０メートルの標識

点 ア Ｂから１６７度１４１メートルの点

イ Ｂから１６７度３００メートルの点

ウ Ａから１７０度２３０メートルの点

エ Ａから１７０度１３０メートルの点

オ Ｃから１７０度１１１メートルの点

カ Ｄから１７０度１４１メートルの点

キ Ｄから１７０度３００メートルの点

ク Ｃから１７０度２７０メートルの点

ケ Ｅから１７０度２６０メートルの点

コ Ｅから１７０度１０１メートルの点

サ Ｅから１７０度１６０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市蒋渕

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６１号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

区 域 区 分

１～１１ 省略

１２ 大浜区域（大浜漁業協同

組合の地区

）

省略

１３～４５ 省略

告 示

改 正 後 改 正 前
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漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市大浦赤松只波地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 宇和島市大浦赤松只波と宇和島市知永との

最大低潮時海岸線における境界から海岸線沿

い西へ１００メートルの標識

Ｂ 宇和島市大浦赤松只波久保ヶ尻東端から西

へ１００メートルの標識

Ｃ 宇和島市吉田町浅川浅川漁港防波堤付根よ

り西へ１００メートルの標識

点 ア Ｂから真方位３４５度見通し３２０メートルの点

イ ＡからＣ見通し２６０メートルの点

ウ ＡからＣ見通し１３０メートルの点

エ Ｂから真方位３４５度見通し１７０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６２号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市大浦赤松只波地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 宇和島市大浦赤松只波久保ヶ尻東端から西

へ１００メートルの標識

点 ア Ａから真方位３００度見通し３７５メートルの点

イ Ａから真方位３２８度３０分見通し３３５メートル

の点

ウ Ａから真方位３１１度見通し１７５メートルの点

エ Ａから真方位２７３度３０分見通し２８０メートル

の点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６３号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市小池地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 宇和島市小池１６７９番地の２新田前護岸西端

点 ア Ａから真方位２１７度見通し３９０メートルの点

イ Ａから真方位２２３度３０分見通し２９０メートル

の点

ウ Ａから真方位２１２度３０分見通し２７０メートル

の点

エ Ａから真方位２０９度見通し３８０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６４号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市小池地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域。

ただし、オカ、カキ、キシ及びシオの４直線で囲まれ

た区域とサク、クケ、ケコ及びコサの４直線で囲まれた

区域を除く。

基点 Ａ 宇和島市小池鳥首島北端

Ｂ 宇和島市小池琵琶ヶ島トベラギ鼻西端

点 ア Ａから真方位３５５度見通し６１０メートルの点

イ Ｂから真方位２６４度見通し５９０メートルの点

ウ Ｂから真方位１９１度見通し６４５メートルの点

エ Ａから宇和島市小池漁港防波堤付根見通し

４１０メートルの点

オ Ａから真方位１０度３０分見通し４５０メートル

の点

カ Ａから真方位１７度３０分見通し５３０メートル

の点

キ Ａから真方位２２度３０分見通し５０５メートル

の点

ク Ｂから真方位２１３度３０分見通し５１５メートル

の点

ケ Ｂから真方位２０８度３０分見通し５３５メートル

の点

コ Ｂから真方位２１２度見通し６３０メートルの点

サ Ｂから真方位２１６度３０分見通し６１０メートル

の点

シ Ａから真方位１５度３０分見通し４２０メートル

の点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）
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エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６５号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市小高島地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 宇和島市小高島北端より海岸線沿い東へ１０

メートルの標識

点 ア Ａから宇和島市九島小真坂鼻見通し４０メー

トルの点

イ Ａから宇和島市九島小真坂鼻見通し１５０メー

トルの点

ウ Ａから真方位６２度見通し１６０メートルの点

エ Ａから真方位８６度見通し１１０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６６号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市小高島地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ、イウ、ウエ及びエＣの５直線とＡＣ間の

最大低潮時海岸線より１０メートルの線とによって囲まれ

た区域

基点 Ａ 宇和島市小高島念仏碆南端

Ｂ 宇和島市小高島丸山南端

Ｃ 宇和島市小高島竜王島南端

Ｄ 宇和島市本九島箱崎西端海岸沿い北へ５０メ

ートルの標識

点 ア Ａから宇和島市石応鍋島北端見通し７０メー

トルの点

イ Ｂから宇和島市石応鍋島北東端見通し７０メ

ートルの点

ウ Ｃから宇和島市石応漁港東防波堤付根見通

し１１０メートルの点

エ ＣからＤ見通し５０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６７号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町網代地先

� 漁場の区域

Ｂア、アイ、イウ、ウエ、エオ、オカ及びカＤの７直

線とＢＤ間の最大低潮時海岸線とによって囲まれた区域。

ただし、キク、クケ、ケコ及びコキの４直線によって

囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 南宇和郡愛南町雨崎東端

Ｂ 南宇和郡愛南町網代外防波堤東側突端

Ｃ 南宇和郡愛南町網代網代鼻東端

Ｄ 南宇和郡愛南町荒樫荒樫鼻東端

Ｅ 南宇和郡愛南町網代網代鼻南端

点 ア ＡからＢ見通し４００メートルの点

イ ＡからＣ見通し３００メートルの点

ウ ＡからＣ見通し５００メートルの点

エ Ｃから９０度５００メートルの点

オ Ｃから９０度１５０メートルの点

カ Ｄから９０度２５０メートルの点

キ Ｅから２４９度１７０メートルの点

ク Ｅから２１５度１７０メートルの点

ケ Ｅから２２２度３００メートルの点

コ Ｅから２４２度３００メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６８号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町魚神山地先

� 漁場の区域

Ｂカ、カＡ、Ａア、アイ、イエ、エオ、オＤ及びＤＣ

の８直線とＣＢ間の最大低潮時海岸線とによって囲まれ

た区域。

ただし、キク、クケ、ケコ及びコキの４直線によって

囲まれた区域並びにサシ、シス、スセ及びセサの４直線

によって囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 南宇和郡愛南町荒樫荒樫鼻東端

Ｂ 南宇和郡愛南町魚神山１７９－３番地南端の

標識

Ｃ 南宇和郡愛南町魚神山中防波堤北側突端

Ｄ 南宇和郡愛南町魚神山ナガヅエ鼻南端

Ｅ 南宇和郡愛南町魚神山１３５１番地（クロサイ

浜東端）の標識
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Ｆ 南宇和郡愛南町魚神山甚五郎碆の標識

点 ア Ａから９０度５００メートルの点

イ Ｄから１７０度６００メートルの点

ウ Ｆから１８０度４００メートルの点

エ イからウ見通し１５０メートルの点

オ ＤからＥ見通し１５０メートルの点

カ Ａから０度５００メートルの点

キ Ｃから１０８度２８０メートルの点

ク Ｃから９９度４１０メートルの点

ケ Ｃから１１６度４８０メートルの点

コ Ｃから１２８度３７０メートルの点

サ Ｃから８９度１００メートルの点

シ Ｃから８３度２５０メートルの点

ス Ｃから１１４度２９０メートルの点

セ Ｃから１３９度１８０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３６９号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町魚神山船越地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町魚神山船越運河防波堤南側

突端

点 ア Ａから１８０度１５０メートルの点

イ Ａから１８０度４５０メートルの点

ウ イから２７０度８０メートルの点

エ アから２７０度８０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７０号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業

真珠貝垂下式・

ひじき・とさか

のり養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町油袋地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町油袋２４２番地南東端の標識

点 ア Ａから９０度２００メートルの点

イ Ａから９０度５００メートルの点

ウ イから１８０度８００メートルの点

エ アから１８０度８００メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７１号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町油袋地先

� 漁場の区域

Ａア、アＢ、Ｃイ、イＤ、Ｅウ、ウエ及びエＡの７直

線とＢＣ間及びＤＥ間の最大低潮時海岸線によって囲ま

れた区域。

ただし、Ｃオ、オカ、カキ及びキＣの４直線によって

囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 南宇和郡愛南町家串小松鼻南端

Ｂ 南宇和郡愛南町油袋５３０－１番地南角の標

識

Ｃ 南宇和郡愛南町油袋２７６番地（上ノ谷）東

角の標識

Ｄ 南宇和郡愛南町油袋２５０番地（豆曽）の標

識

Ｅ 南宇和郡愛南町油袋２４２番地東端南角の標

識

点 ア Ａから２７５度４１０メートルの点

イ Ｄから５度３００メートルの点

ウ Ｅから９０度５００メートルの点

エ Ａから南宇和郡愛南町柏崎小松鼻見通し５００

メートルの点

オ Ｃから０度８０メートルの点

カ Ｃから６５度１９０メートルの点

キ Ｃから９０度１７０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７２号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町家串地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ、イウ、ウＨ、ＨＧ、Ｅエ、エオ及びオＢ

の８直線とＡＢ間及びＥＧ間の最大低潮時海岸線によっ

て囲まれた区域。

ただし、カキ、キク、クケ及びケカの４直線に囲まれ

た区域並びにサシ、シス、スコ及びコサの４直線によっ
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て囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 南宇和郡愛南町家串小松鼻南端

Ｂ 南宇和郡愛南町家串小松鼻東の標識

Ｃ 南宇和郡愛南町家串４０番地（タンダ浜）東

角の標識

Ｄ 南宇和郡愛南町家串龍王鼻南端

Ｅ 南宇和郡愛南町家串１２６６番地の２（若宮神

社）前埋立地北側突端

Ｆ 南宇和郡愛南町家串１３３３番地（波切）の標

識

Ｇ 南宇和郡愛南町家串恵美須崎の標識

Ｈ 南宇和郡愛南町家串恵美須碆の標識

Ｉ 南宇和郡愛南町家串保育所裏防波堤の標識

点 ア Ａから南宇和郡愛南町柏崎小松鼻見通し５００

メートルの点

イ Ｆから南宇和郡愛南町塩子島北端見通し６００

メートルの点

ウ Ｈから南宇和郡愛南町黒碆見通し５８０メー

トルの点

エ ＤからＥ見通し２３０メートルの点

オ Ｃから１７０度２００メートルの点

カ Ａから１１６度１３０メートルの点

キ Ａから１４５度２４０メートルの点

ク Ａから１２８度３００メートルの点

ケ Ａから１００度２３０メートルの点

コ Ｉから２７８度２００メートルの点

サ Ｉから２８０度８４メートルの点

シ Ｉから２度１１４メートルの点

ス Ｉから３５２度２３２メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７３号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町平碆地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ、イウ、ウエ及びエＡの５直線によって囲

まれた区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町家串恵美須碆の標識

Ｂ 南宇和郡愛南町平碆外防波堤南側突端

点 ア Ａから１５１度５４０メートルの点

イ Ａから１１９度５５０メートルの点

ウ エから水門口見通し１５０メートルの点

エ Ｂから９０度６０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７４号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町須ノ川地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町須の川水門口の標識

Ｂ 南宇和郡愛南町平碆６６８番地（立碆）の標

識

Ｃ Ａより海岸線沿い北へ１４０メートルの点

Ｄ 南宇和郡愛南町恵美須碆の標識

点 ア ＣからＤ見通し６３０メートルの点

イ Ｂから１８０度６００メートルの点

ウ イから９０度４５０メートルの点

エ ＣからＤ見通し３０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７５号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町柏崎地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ、イＤ及びＢＣの４直線とＡＢ間及びＣＤ

間の最大低潮時海岸線によって囲まれた区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町柏崎２６９番地南端の標識

Ｂ 南宇和郡愛南町柏崎防波堤北側突端

Ｃ 南宇和郡愛南町柏２０５１番地埋立地南角の標

識

Ｄ 南宇和郡愛南町柏と同町御荘菊川との最大

高潮時における境界

点 ア Ａから１８０度５００メートルの点

イ Ｄから南宇和郡愛南町角島島頂見通し６００

メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７６号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
ひおうぎ垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町魚神山地先
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� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町魚神山中防波堤北側突端

点 ア Ａから８９度１００メートルの点

イ Ａから８３度２５０メートルの点

ウ Ａから１１４度２９０メートルの点

エ Ａから１３９度１８０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７７号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
ひおうぎ垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町柏崎地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町柏崎２６９番地南端の標識

点 ア Ａから２４０度１５０メートルの点

イ Ａから２１２度２４０メートルの点

ウ Ａから１８０度２００メートルの点

エ Ａから１８０度７０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７８号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町柏崎地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町柏崎５３５番地の標識

点 ア Ａから１６８度１８０メートルの点

イ Ａから１５２度２１０メートルの点

ウ Ａから１２３度１３０メートルの点

エ Ａから１４１度８０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３７９号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
あわび垂下式・

わかめ養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町網代地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町網代網代鼻南端

点 ア Ａから２４９度１７０メートルの点

イ Ａから２１５度１７０メートルの点

ウ Ａから２２２度３００メートルの点

エ Ａから２４２度３００メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８０号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
ひおうぎ垂下式

養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町家串地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大低潮時海

岸線によって囲まれた区域。

ただし、ウエ、エオ、オカ及びカウの４直線によって

囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 南宇和郡愛南町家串４０番地（タンダ浜）東

角の標識

Ｂ 南宇和郡愛南町家串龍王鼻南端

Ｃ 南宇和郡愛南町家串神社前防波堤北側突端

点 ア Ａから１７０度２００メートルの点

イ ＢからＣ見通し２３０メートルの点

ウ Ｂから２４５度３２０メートルの点

エ Ｂから２３８度２３０メートルの点

オ Ｂから２１２度３１０メートルの点

カ Ｂから２２３度３９０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８１号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
あわび垂下式・

わかめ養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町家串地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域
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基点 Ａ 南宇和郡愛南町家串龍王鼻南端

点 ア Ａから２３８度２３０メートルの点

イ Ａから２１２度３１０メートルの点

ウ Ａから２２３度３９０メートルの点

エ Ａから２４５度３２０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町内海

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８２号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
ひおうぎ垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町御荘菊川地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大低潮時海

岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町御荘菊川３９５６番地大岩標識

Ｂ 南宇和郡愛南町御荘菊川３９５４番地標識

Ｃ 南宇和郡愛南町御荘菊川３５７２番地標識

点 ア Ａから２３０度１８０メートルの点

イ ＢからＣ見通し２８０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町御荘地区

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８３号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町中浦地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ、イウ、ウＥ、Ｄエ及びエＢの６直線とＡ

Ｂ間及びＤＥ間の最大低潮時海岸線から１０メートルの線

とによって囲まれた区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町中浦マブネ鼻突端

Ｂ 南宇和郡愛南町中浦二子碆

Ｃ 南宇和郡愛南町中浦信田東鼻突端

Ｄ 南宇和郡愛南町中浦樫ノ浦鼻突端

Ｅ 南宇和郡愛南町中浦１８６７番地北角の標識

点 ア Ａから南宇和郡愛南町黒ダキ鼻見通し８５メー

トルの点

イ Ｂから南宇和郡愛南町段ノ網代西鼻見通し

５０メートルの点

ウ Ｂから南宇和郡愛南町段ノ網代西鼻見通し

１６５メートルの点

エ Ｃから南宇和郡愛南町中浦火道真谷見通し

６５メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町南内海地区

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８４号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町船越地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大低潮時海

岸線から２０メートルの線とによって囲まれた区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町船越黒鼻から海岸線沿い西

へ６０メートルの標識

Ｂ 南宇和郡愛南町船越１８６９番地（一軒家）東

端の標識

点 ア Ａから南宇和郡愛南町内泊平床鼻見通し２００

メートルの点

イ Ｂから南宇和郡愛南町中泊女呂岬見通し１７０

メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町船越、久家、下久家、樽見、

越田、弓立、小浦、樫月、内泊、中泊及び外泊

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８５号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
真珠貝垂下式・

ひじき養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町船越地先

� 漁場の区域

Ａア及びアＢの２直線とＡＢ間の最大低潮時海岸線か

ら２０メートルの線とによって囲まれた区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町船越黒鼻から海岸線沿い西

へ６０メートルの標識

Ｂ 南宇和郡愛南町船越１７５３番地南角の標識

点 ア Ａから南宇和郡愛南町内泊平床鼻見通し２００

メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町船越、久家、下久家、樽見、

越田、弓立、小浦、樫月、内泊、中泊及び外泊

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

２ 免許予定日

平成２２年８月１日

３ 申請期間

平成２２年３月３０日から平成２２年６月２５日まで

４ 存続期間

平成２２年８月１日から平成２６年３月３１日まで
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�愛媛県告示第４０３号
愛媛県土木費補助規程（昭和３９年１月愛媛県告示第１号）の一部を次のように改正し、平成２２年４月１日から施行する。

改正後の愛媛県土木費補助規程の規定は、平成２２年度分の補助金（平成２１年度以前の年度分の補助金で平成２２年度以降に繰越しとなった

ものを除く。）から適用し、平成２１年度以前の年度分の補助金（平成２２年度以降の年度分の補助金で平成２１年度以前から繰越しとなったも

のを含む。）については、なお従前の例による。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�������
�愛媛県告示第４０４号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、三崎港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

桟 橋
西宇和郡伊方町三崎１７００

番２地先

水深 ４．００メートル

延長 ９２．５０メートル

可 動 橋 同 上
延長 １２．９０メートル

幅員 ５．３０～６．９０メートル

�������
�愛媛県告示第４０５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第６項において準用

する同条第１項の規定に基づき、次のように都市計画区域を変更す

る。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画区域の名称

西予都市計画区域

（宇和都市計画区域、野村都市計画区域及び三瓶都市計画区域を

一の都市計画区域とし、西予都市計画区域とする。）

２ 都市計画区域を変更する土地の区域

� 新たに都市計画区域に含まれる土地の区域

２号１２５番３８、２号１２５番４１、２号１２５番４２、２号１２５番

４９、２号１２５番５４から２号１２５番６２まで、２号１２５番６４

から２号１２５番７９まで、２号１３６番１、２号１３６番３、

２号１４１番、２号１４３番から２号１４７番まで、２号１４９番

から２号１５１番まで、２号２０５番１から２号２０５番４ま

野村町 野村

で、２号２０５番６、２号２０５番８、２号２０６番２、２号

２２０番から２号２２９番まで、２号２３０番２、２号２３１番２、

２号２３２番１、２号２３２番３、２号２３３番２、２号２３４番

から２号２３６番まで、２号２３７番２、２号２４３番１から

２号２４３番５ま で、２号２４３番１２、２号２４３番１３、２号

２４９番３、１３号３０２番１、１３号３０３番１、１３号３０３番３、

１３号３１６番１、１３号３１８番１から１３号３１８番１７まで、１３

号３１９番１、１３号３２０番、１３号３２１番１、１３号３２４番１、

１３号３２５番１、１３号３２５番６、１３号３２８番１、１３号３２８番

５から１３号３２８番１０まで、１３号３２８番１５、１３号３３０番、

１３号３３１番、１３号３３２番２、１３号３３３番１、１３号３３３番２、

１３号３３４番１、１３号３３５番１、１３号３３６番１、１３号３３５番

４、１３号３３４番１、１３号３３７番１、１３号３３７番２、１３号

３３８番１、１３号３７２番２、１３号３８１番１、１３号３８１番３、

１３号３８１番４、１３号３８１番６、１３号３８１番７、１３号３８２番

１、１３号３８２番２、１３号３８３番１、１３号３８３番３、１３号

３８４番１、１３号３８４番３、１３号３８５番、１３号３８６番１、１３

号３８６番２、１３号３８７番１、１３号３８９番３、１３号３９０番１、

１３号３９０番３、１３号３９０番５、１３号３９０番６、１３号３９１番

１、１３号３９１番７から１３号３９１番９まで、１３号３９４番１、

１３号３９４番２、１３号３９７番１、１３号４１１番２、１３号４２２番

１、１４号４８０番１から１４号４８０番８まで、１４号４８１番１、

１４号４８１番３、１４号４８１番４、１４号４８１番６、１４号４８１番

７、１４号４８２番、１４号４８３番２

� 都市計画区域から除外される土地の区域

宇和町

多田

久保

１号３６７番、１号３６８番１から１号３８９番２まで、１号

４５６番から１号４６８番１まで、１号４６９番１、１号４７０番

から１号５０７番まで、１号５１０番、１号５１９番から１号

５４０番まで、１号５９６番、１号５９８番、１号６００番から１

号６２６番まで、１号６４５番から１号６６２番まで、１号６９２

番から１号７５４番まで、１号７５６番から１号７６６番まで、

２号４７３番から２号５１９番まで、２号５２１番から２号５５６

番まで、２号５７５番から２号６３２番まで、２号６３７番か

第４条 規則第８条の規定による事業費の内訳に対する比率は、次

のとおりとする。ただし、国庫補助金又は国庫負担金を受けて施

行する事業（以下「国庫補助事業」という。）については、国の

定める基準によることができる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

第４条 規則第８条の規定による事業費の内訳に対する比率は、次

のとおりとする。ただし、国庫補助金又は国庫負担金を受けて施

行する事業（以下「国庫補助事業」という。）については、国の

定める基準によることができる。

� 事務費は、事業費の２％以内

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 工事雑費は、工事費の２％以内

改 正 後 改 正 前
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ら２号６４０番まで、２号６５７番１、２号６５７番３、２号

８３０番、２号８３７番から２号８４１番まで

信里

１２１３番から１２５８番２まで、１２６０番から１３２７番まで、１３２９

番から１３４０番まで、１３４２番から１３４８番まで、１３５０番、

１３５１番、１３５３番から１４４５番まで、１４４８番から１４６７番ま

で、１４６９番から１５０３番３まで、１５０５番１、１５０８番から

１５１７番まで、１５１９番１番から１７０９番まで、１７１１番から

１７２３番まで、１７２５番から１７２９番まで、１７３１番から１７３４

番まで、１７３６番から１８４１番まで、１８４３番１、１８４３番２、

１８４５番１から２０４９番まで、２０５１番から２０７４番まで、２０７７

番から２０９０番１まで、２０９１番１から２０９２番２まで

河内

１６９３番から１７０５番まで、１７６９番から１７９４番２まで、１７９７

番から１８００番まで、１８６７番から１９１０番まで、１９１２番か

ら２００２番まで、２０５６番から２０５９番まで、２１１０番から２１１５

番まで、２１６０番から２１６１番４まで、２１６５番、２１６７番１

から２２０７番２まで、２２０９番１から２２１３番まで、２２１７番

１から２４００番まで、２４０２番、２４０４番から２４１５番まで

伊延

東１４５１、東１４７０番から東１５０９番まで、東１５１２番、東１５１４

番から東１５３９番まで、東１５４１番から東１５４８番３まで、

東１５９３番から東１６１２番まで、東１６１６番から東１６７１番ま

で、東１６７３番から東１６９８番まで西９９２番、西１０４２番１、

西１０４２番２、西１０４７番から西１０７０番まで、西１０７９番か

ら西１１１５番まで、西１１９６番１から西１２１３番まで、西１２２３

番から西１２２６番まで、西１２８５番から西１３０６番まで、西

１３４１番、西１３４２番、西１３６６番から西１３９５番まで、西１３９８

番、西１４００番から西１４０８番まで、西１４１６番、西１４７８番

から西１４８８番１まで、西１７２７番

宇和町

中川

田苗真

土

８２番から１６２番まで、２６５番から２６９番まで、２７１番から

２７４番まで、２７６番地、２８１番から３２７番まで、３２９番、

３３９番、３４０番、３４３番から４１１番１６まで、４１３番から４９８

番まで、５０８番から５１５番まで

宇和町

石城
郷内

２１４２番から２５３７番まで、２５４４番から２５５０番まで、２５６５

番から２５７６番まで、２５８２番から２８６０番２まで、２９６１番

から３０５７番まで、３０５９番から３１２４番まで、３１４５番から

３１５７番１まで、３２５３番から３５２１番まで、３５２２番２、３５２４

番から３５２９番１まで、３５３０番から３５５６番まで、３５５８番、

３５６３番、３５６６番、３５７１番から３６０１番２まで

西山田

２５９１番、３０３５番から３０３８番まで、３０４１番、３０４２番、３０４５

番、３０４６番、３０４９番、３０５０番、３０５３番、３０５４番、３０６３

番１から３０６６番まで、３１２１番から３１２４番まで、３１４２番、

３１４３番、３１６２番から３１６６番まで、３２３４番から３２６８番ま

で、３２７８番、３２７９番、３２８１番から３２９６番まで、３２９８番

から３３９７番まで、３４００番から３４５１番２まで、３４５３番１

から３４６５番まで、３４８４番、３６０７番から３６１２番２０まで、

３６１２番２２、３６１２番２５番から３６１２番３１まで、３６１２番４１番

から３６１２番７０まで、３６１２番７２番から３６１２番７６まで、３６１２

番７８番から３６１２番８４まで

山田

２２４８番１から２２６２番まで、２２８５番、２２８６番、２６２１番か

ら２６３９番まで、２７９８番から２８０２番まで、２８０９番、２８１０

番、２８１３番１から２８１５番まで、２８２０番から２８６７番まで、

２８６９番、２８７０番、２８７３番から２８７５番まで、２８８２番から

２８８４番まで、３２１５番から３３４５番まで、３３６８番から３４１５

番１まで、３４２４番から３５１２番まで、３５９７番から３６７７番

まで、３６７８番２、３６７９番、３６８１番から３７４３番まで

宇和町

田之筋
新城

１３４７番、１３４８番、１３９８番１から１４００番まで、１４０３番１

から１４１０番まで、１４１２番から１４２５番まで、１４２７番から

１４２９番まで、１７４０番２

明石 ２１４６番から２１４８番まで、２２２５番から２２９４番まで

田野中

５８５番から５８７番まで、５９８番１から６１４番７まで、８２８

番１から８３２番２まで、８４８番、８４９番、８５１番１から８５６

番まで、８５９番３から８８８番まで、８９０番から９１５番２ま

で、９１７番から９２１番まで、９７６番１、９７６番１２、９７７番

１、９７７番３、９７８番から９８０番１まで、９８０番３、９８１

番１、９８１番３、９８１番４、９８２番２、１０２７番３、１０２８

番３から１０３０番１まで、１０３０番３から１０３１番２まで、

１０３２番５、１０３２番６、１０５７番６、１０５７番７、１０８１番２、

１０８２番２、１０８３番１、１０８３番３から１０８３番８まで、１０８４

番２から１１８１番３まで、１１８２番２、１１８２番４から１２８７

番６まで、１２８７番８から１３０９番まで、１３１１番から１３２５

番５まで、１３２７番から１３４１番まで、１３４３番から１３４５番

まで、１３４８番、１３５０番、１３５３番から１３７２番まで、１３７４

番から１４１８番まで、１４２０番から１４３８番まで、１４４０番か

ら１５１６番まで、１５２１番から１５３０番まで、１５３３番から１６０１

番まで、１６０３番、１６０７番、１６０９番から１６１４番１まで、

１６１５番から１６１８番まで、１６２０番から１６４０番まで、１６４２

番から１６４８番まで、１６５５番から１６５７番まで、１８５９番、

１８９２番、１８９３番、１８９６番、１８９７番、１９００番、１９２４番、

１９２５番、１９２８番、１９２９番、２２７７番、２２７８番１、２３５０番、

２３５２番、２３５３番

常定寺 １２９０番から１２９３番１まで

窪 ６５７番

平野

４１４番から４１６番まで、４１８番から４２５番まで、４２７番か

ら４３２番まで、４４０番から４４６番まで、４５０番から４７４番

２まで、６６３番、７０８番、７１０番から７１３番まで

宇和町

皆田
稲生

６６０番から６６７番まで、６６９番から６７９番まで、１０１９番１

から１０２１番まで、１０２３番から１０３７番まで、１０３９番から

１１９５番まで、１１９７番から１２８７番まで、１２９０番から１３０３

番まで、１３０６番から１３３６番まで、１３３９番から１３４９番ま

で、１３７５番

皆田

１番から５５番まで、５９番から１１５番まで、１１７番から１４５

番まで、１４７番から１６６番まで、１６９番、１７０番、２３９番

１、２４０番１、２４３番から２４６番１まで、２４７番から２５４

番１まで、３０５番１、３０６番から３１９番まで、３８６番から

４１１番まで、４２０番、４２１番、４２３番１から４２４番まで、

３０１８番から３０２０番まで、３０２５番、３０４５番から３０５１番ま

で、３０５５番３、３０５６番から３０５８番まで、３０６０番、３０６１

番、３０６３番、３０６４番、３０６６番から３１２５番まで、３３０４番

から３３１０番まで、３３１４番から３３１８番まで、３３２０番、３３２２

番から３３６６番まで、３３６８番から３４３９番２まで、３４５６番、

３４５７番、３４６０番から３４６２番まで、３４６４番、３４６５番

４８２番、４８３番、４９７番から５７２番まで、５７４番から６４７番

まで、６５０番から６６３番まで、６６５番から７７５番まで、１１８９

番から１２３８番まで、１２７６番から１２８５番まで、１２８８番か

ら１３８２番まで、１３８４番、１３８５番、１３８７番、１３９０番、１３９１

番、１３９５番から１４０６番まで、１４０８番から１４２０番まで、

１４２３番、１４２５番から１４５１番まで、１４５３番から１４５５番ま

で、１４５７番から１４７１番まで、１４７３番から１５７５番まで、

１５７７番から１５９２番２まで、１５９４番から１５９７番まで、１５９９

番１から１９１５番まで、１９１９番、２２７５番１、２２７５番２、
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下川

２２８０番から２２８９番まで、２２９１番から２２９７番まで、２３０１

番から２３０５番まで、２３０６番２、２３０７番２、２３０８番から

２３１０番まで、２３１２番、２３１３番、２３１６番２、２３２０番、２３２５

番、２３２７番から２３２９番まで、２３３１番から２３４１番まで、

２３４３番から２３５６番まで、２３６０番、２３６２番、２３６３番、２３６５

番、２３６７番、２３６９番から２４０８番まで、２４１０番から２４１２

番まで、２４１４番から２６６１番まで、２６６３番から２７５６番ま

で、２７５８番１から２７８３番まで、２７８５番２、２７８５番４、

２７８６番１、２７８６番３、２７８７番２、２７８７番３、２７８８番２

から２７８９番２まで、２８０１番２から２８６４番３まで、２８６６

番２、２８６６番３、２８６７番２、２８８１番１から２９２１番まで、

２９２３番、２９２５番から２９３２番まで、２９３４番から２９４１番ま

で、２９４３番から２９４９番まで、２９５１番１から２９５３番まで、

２９５４番３、２９５５番から２９５８番まで、２９５９番２、２９６１番

から２９６５番まで、２９６６番３、２９６６番６番から２９８４番ま

で、２９８９番から３００８番まで、３０１０番１から３０９７番まで、

３０９９番１から３１１２番３まで、３１１４番から３１２０番まで、

３１３５番１から３１３８番まで、３１４０番から３１８１番まで、３１８３

番から３２２５番まで、３２２７番から３３１７番まで、３３１９番か

ら３３４８番まで、３３５０番、３３５１番、３３５３番から３４０２番ま

で

宇和町

明間
明間

１番から２４番２まで、６０番から６６番まで、６９番から１０７

番まで、１１４番から２６４番まで、２７３番から３１３番まで、

３１７番から３２３番まで、３６４番から３７８番まで、４００番か

ら４１５番まで、４２７番、４２８番、４３２番から４３４番まで、

４３７番、４３８番、４４１番、４４２番、４４６番から４４７番２まで、

８２７番、８２８番２、８２９番、８３０番、８４６番から８５５番まで、

８５７番から９０４番まで、１３８５番から１３８７番まで、１４０１番

から１４６４番まで、１４６６番から１４７７番まで、２１１１番１か

ら２１３９番まで、２１４４番から２１４９番まで、２１５４番から２１８８

番まで、２１９３番、２１９５番から２２０６番２まで、２２４２番か

ら２２６０番１まで、２２６１番、２２６３番、２２６４番、２４３５番１

から２４３６番２まで、２４４５番、２４５０番、２４５４番から２４７３

番１まで、２４７３番３から２４７４番１まで、２４７４番２から

２４７６番２まで、２５０３番１、２５０４番１、２５０４番２、３２７０

番から３２７３番まで、３２７５番から３２７９番まで、３４２７番、

３４２８番、３４６３番１から３４６９番３まで、３４７７番から３５２６

番まで、３５２８番から３５４１番まで、３５４３番、４９６６番

宇和町 伊賀上

２０５７番、２０６０番、２０６１番２から２０７６番まで、２０７８番か

ら２０８３番４まで、２０８５番１から２１０１番まで、２１０３番か

ら２１０９番まで、２１１１番から２１４２番８まで、２１４６番から

２１５１番まで、２１５８番から２２９７番まで、２３０５番から２３９７

番２まで、２３９９番から２４４６番まで、２４４８番から２４６７番

まで、２４６９番から２４９９番まで、２５０１番から２５０７番まで、

２５０９番から２５３７番まで、２５３９番から２５７１番まで、２５７３

番１から２５７６番４まで、２５９９番から２６０１番まで、２６０２

番３、２６０３番１、２６０４番、２６０５番、２７７１番から２８３１番

まで、３８３３番、２８３５番から２９３３番まで、２９３６番から２９４１

番まで、２９６６番、３０２２番から３０３９番まで、３０９４番から

３１０７番まで、３１１８番１、３１１８番２

野田

６５４番から７３３番まで、７３７番２、７３８番２、７３９番４、

７４９番２、７６５番１、７６５番２、７６６番２、７７１番２、７７６

番２、７７７番、７８０番２、７８１番２、７８２番２、７８５番 か

ら７８８番まで、７８９番２、７９０番２、７９１番２、７９６番２、

８０３番２、８０４番３、８０４番４、８０７番２、８１６番から８１９

番まで、８２８番から９０３番１まで、９０４番から９５９番まで、

９６１番１から９９８番３まで、９９８番５から１０６９番まで、

１０７０番、１０７１番、１０７２番、１０７５番１から１１４２番まで、

１１４９番、１７５０番から１７７６番まで、１８０７番、１８１０番から

１８１５番まで、１８４０番、１８４２番、１８４３番、１８８２番から１８８７

番まで

小野田

８１０番から８１４番３番まで、８１９番１、８１９番２、８６３番

から８８１番まで、８８４番から９１５番２まで、９１７番から９２３

番まで、９４４番から９４６番１まで、９４７番１、９４８番から

９６０番まで、９６８番から９９２番まで、９９７番から９９９番２

まで、１０１２番、１０１４番、１０１５番、１１７０番から１１８３番ま

で、１２００番から１２１５番まで
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都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

西予都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２ 都市計画を定める土地の区域

西予都市計画区域

�������
�愛媛県告示第４０７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

宇和都市計画公園
５・５・１宇和運動公園

西予都市計画公園
５・５・１宇和運動公園

�������
�愛媛県告示第４０８号
国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）第９条第１項の規定に基

づき、昭和５６年４月２１日改定した愛媛県土地利用基本計画の一部を

次のように変更した。

変更後の土地利用基本計画図は、愛媛県庁、各市役所及び各町役

場において一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別添土地利用基本計画図の一部を次のように改める。

（図面省略）

�������
�愛媛県告示第４０９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、南予レクリエーション都市計画下水道事業宇和島公共下水道

（宇和島市施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号

２７７



平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

昭和５９年２月１４日から

平成２８年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�������
�愛媛県告示第４１０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画下水道事業東温公共下水道（東温市施行）の

事業計画の変更を次のように認可した。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成８年１月９日から

平成２８年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�愛媛県告示第４１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山７１０５番３から

同町上山６８５０番１地先まで

旧 ３．０～１２．０
８．２～３３．０

０．４３０
０．１５７

新 ８．２～３３．０ ０．１５７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号

四国中央市具定町字分木乙５４番８から
中曽根町字小山久保乙３５１番１８まで

及 び
四国中央市具定町字分木乙５４番８から
中曽根町字新林乙３４８番４地先まで

旧
４．３～５０．０

１２．２～１０８．７

１．４５２

１．２４６

四国中央市具定町字分木乙５４番８から
中曽根町字新林乙３４８番４地先まで 新 １２．２～１０８．７ １．２４６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 川之江大豊線
四国中央市金田町半田字宮谷乙４５４番１から

同町半田字榎実丁１４４番２２まで

旧 ７．５～２６．５
１３．５～８８．０

０．３３１
０．６４３

新 １３．５～８８．０ ０．６４３
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�愛媛県告示第４１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 桜井山路線
今治市上徳甲３９４番３から

今治市上徳乙３０２番８まで

旧 ６．０～１２．０ ０．１５０

新 １８．０～３７．０ ０．１４６

県 道 桜井山路線
今治市上徳乙３０２番８から

今治市上徳甲６７０番１まで

旧 ４．５～１２．０ ０．３１２

新

４．５～１２．０ ０．３１２

１０．０～２５．５ ０．３１５

５．０～２５．５ ０．３５０

県 道 桜井山路線
今治市上徳甲６７０番１から

今治市上徳乙７番１まで

旧 ４．０～１７．０ ０．２１４

新 １３．０～３４．０ ０．２１５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 桜井山路線
今治市上徳乙２８７番２から

今治市上徳乙２８７番１まで
平成２２年３月３０日

県 道 桜井山路線
今治市上徳甲６７０番１から

今治市上徳甲６７３番６まで
平成２２年３月３０日

県 道 桜井山路線
今治市上徳乙８番１２から

今治市上徳乙７番１まで
平成２２年３月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大島環状線

今治市宮窪町余所国１７８６番地先から

今治市宮窪町余所国１３８７番３まで
旧 ７．０～１８．０ ０．０８５

今治市宮窪町余所国１７８６番２から

今治市宮窪町余所国１３８７番４まで
新 ８．０～１９．５ ０．０８５
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�愛媛県告示第４１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４１８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県松山保健所及び

東温市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県松山保健所長 山 本 しげ子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社山本製作所

松山市小栗三丁目７－１９

代表取締役 山本 功

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社山本製作所重信事業所

東温市田窪６６０－３

３ 特定施設に関する事項

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大島環状線
今治市宮窪町余所国１７８６番２から

今治市宮窪町余所国１３８７番４まで
平成２２年３月３０日

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８

最大 ３３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １２

� Ｃ

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第６５号 酸又はアルカ
リによる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １秒間に２メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後６０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９０分

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ４．０～９．０

最大 ４．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３４０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ３６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８

最大 ３３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １２

� Ｂ

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第６５号 酸又はアルカ
リによる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １秒間に２メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後６０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ４．０～９．０

最大 ４．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３４０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ３６０

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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�愛媛県告示第４１９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県松山保健所及び東温市役所において告示の日から

３週間公衆の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県松山保健所長 山 本 しげ子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社山本製作所

松山市小栗三丁目７－１９

代表取締役 山本 功

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社山本製作所重信事業所

東温市田窪６６０－３

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第６５

号

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設から排出される汚水の量、処理施設、事業場から排出

される汚水の汚染状態及び量

５ 特定施設に関する事項

Ａ

４ 汚水等の処理施設に関する事項

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後６０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 物理処理及び生物処理

処 理 施 設 の 型 式 ｅウェーブ社製

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート及び鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 １６．４メートル 横 ５．６メートル
高さ ４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３５立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿＋活性汚泥法

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ４．０～９．０

最大 ４．０～９．０

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３４０

最大 ４００

通常 ２０

最大 ４０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ３６０

通常 １

最大 ２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

通常 ２５

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８

最大 ３３

通常 １０

最大 ２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０

最大 ３５

通常 ３０

最大 ３５

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大

の値並びに汚水等の１日当たりの量

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３０

最大 ４５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３５

最大 ４３

備考：雨水排水口２ヶ所あり

変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３５

最大 ４０

通常 １０

最大 １１

６ 汚水等の処理施設に関する事項

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 型 式 ミリオン化学社製 ｅウェーブ社製

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製 鉄筋コンクリート
及び鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦３．６メートル
横２メートル
高さ２．７メートル

縦１６．４メートル
横５．６メートル
高さ４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４０立方
メートル処理

１日当たり３５立方
メートル処理

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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�愛媛県告示第４２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿＋加圧浮
上

凝集沈殿＋活性汚
泥法

処理施設の使用時間間隔 連続 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ９時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無し 無し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
６．５～８．５
最大

６．５～８．５

通常
６．０～７．５
最大

６．０～７．５

通常
４．０～９．０
最大

４．０～９．０

通常
６．０～８．５
最大

６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
４０
最大
８０

通常
３５
最大
７０

通常
３４０
最大
４００

通常
２０
最大
４０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
３０
最大
６０

通常
２５
最大
５５

通常
３００
最大
３６０

通常
１
最大
２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５０
最大
７０

通常
４５
最大
６０

通常
５０
最大
６０

通常
２５
最大
４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
３０
最大
４０

通常
２０
最大
３０

通常
２８
最大
３３

通常
１０
最大
２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３５
最大
４０

通常
３５
最大
４０

通常
３０
最大
３５

通常
３０
最大
３５

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大

の値並びに汚水等の１日当たりの量

汚水等の汚

染状態の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．５

最大 ６．０～７．５

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 １８

通常 ３０

最大 ４５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １８

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ５０

通常 ３０

最大 ４５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

通常 １５

最大 ２５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３０

最大 １５０

通常 ３５

最大 ４３

備考：雨水排水口２ヶ所あり

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
伊予市下吾川字馬塚９５８番１５から

同字９５８番１５地先まで

旧 １７．４～２０．４ ０．００２

新 １７．４～２９．７ ０．００７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
伊予市下吾川字馬塚９５８番１５から

同字１０５６番５まで
平成２２年３月３１日

��������������
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�公表第１０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年３月３０日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

�������
�公表第１１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年３月３０日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

�������
�公表第１２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年３月３０日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

しまなみ海道１０周年記念事業愛媛県実
行委員会 平成２２年３月１９日

（監査の結果）

平成２０年度及び平成２１年度において実施された上記団体に対する次

の負担金に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実施し

たところ、おおむね良好と認められた。

事 業 主 体 負 担 金 の 名 称 負 担 金 額

しまなみ海道１０周年記念事
業愛媛県実行委員会

平成２０年度しまなみ海道１０
周年記念事業愛媛県実行委
員会負担金

７，７７１，０００円

平成２１年度しまなみ海道１０
周年記念事業愛媛県実行委
員会負担金

３７，１５０，０００円

監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２１年１０月１５日

（監査の結果）

１ 職員（１名）の通勤手当について、人事委員会の運用通知に基づき

最短の経路でなく社会通念上合理的と認める経路について認定する

ときは、職員からの十分な検討材料の提供を受けて総合的に判断し

なければならないとされているところ、十分な検討がないまま届出

のあった通勤経路を認定したことにより、計１４，４００円（平成２０年１０

月から２１年３月までの６か月分）が過支給となっていた。

２ 運転免許証ＩＣ化関連情報システムの賃貸借契約（５件）について、

次のとおり改善を要する点があった。

・業務の再委託に必要とされる県の承諾がないまま保守業務の再委託

が行われていた。

・「愛媛県警察情報セキュリティ対策基準」に基づいて契約の相手方

に遵守させることとされている守秘義務や再委託管理などの措置が、

契約書に明記されていなかった。

・動作確認を含めた確認検査を行わないまま、賃貸借機器等の引渡し

を受けていた。賃貸借開始日までに賃貸借機器等の動作確認を含め

た検査を行い、その結果を賃貸人に通知するとする条項を契約書に

規定すべきであった。

３ 産業廃棄物の収集運搬処分に係る委託契約について、次のとおり改

善を要する点があった。

・収集運搬業務と処分業務を一つの業務とした随意契約であったにも

かかわらず、処分業の許可を有しない者から見積りを徴し、その者

と契約を締結していた。また、別途処分業務を処分業の許可を有す

る者へ委託したところ、適正な会計手続をとっていなかった。

・検査調書を作成していなかった。

（措置の内容）

１ 指摘の平成２０年度６か月分１４，４００円の通勤手当過支給については、

平成２１年８月２６日に過年度の返納処理を完了した。

今後は、県下の給与事務担当者に対し、巡回指導や定期監査を実施

することにより指導・教養を行い、事務処理能力の向上を図る。

また、担当課である警察本部警務課給与係においても、チェック機

能を十分に働かせ、誤りや問題点の早期発見に努めることとしたい。

２ 運転免許証ＩＣ化関連情報システムの賃貸借契約（５件）について

は、次のとおり改善した。

� 保守業務の再委託については、契約の相手方に対し、再委託承認

申請書の提出を確実に行わせることとする。

� 「愛媛県情報セキュリティ対策基準」に基づく遵守事項について

は、契約変更により、守秘義務及び再委託管理などの措置について

契約書に追加記載した。

今後、仕様書等の作成に当たっては、業務担当課及び関係課が連

携して遵守事項のチェックを行うとともに、契約書にも確実に記載

することとしたい。

� 賃貸借機器等の引渡し時における確認検査等については、仕様書

で示された機器であるかどうか、また、試験運用を行い、正常に稼

働するかどうかの確認は行っていたが、検査実施者から知事への書

面報告をしていなかったものである。

今後は、賃貸借開始日までに賃貸借機器等の動作確認を含めた検

査の実施及び結果について賃貸人に通知することを契約書等に明記

することとする。

３ 産業廃棄物の収集運搬処分に係る委託契約については、平成２１年度

の契約からは、産業廃棄物収集・運搬及び処分の許可を有する業者

と委託契約を行っている。

また、平成２１年度以降においては、契約予定業者（入札参加業者

又は見積依頼業者）に対して、産業廃棄物収集・運搬及び処分の許

可証の事前確認を行うよう徹底する。

検査調書を作成していなかったことについては、今後必ず作成す

るよう徹底する。

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号
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�公表第１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年３月３０日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

産 業 経 済 部 平成２１年７月２８日、
平成２１年７月２９日

（監査の結果）

需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差

し替えて納入させた不適正な経理処理（３１，２９０円分）が認められた。

（措置の内容）

業務との関連上、公費で購入することが不適切な物品の支出につい

ては、平成２１年１０月３０日までに、当該金額に加算金を含めた額を返

納した。

今後は、職場研修の実施による職員の意識改革と資質の向上、及び

要求者と発注者、検査実施者の区分の厳格化による物品調達・検査

体制の強化等により、改善及び再発防止を徹底し、適正な予算執行

に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

西 予 土 木 事 務 所 平成２１年８月７日

（監査の結果）

物品納入のため取引業者に保有させていた預け金（３１，６１３円）が認

められた。

（措置の内容）

この預け金については、取引業者と協議を行い、平成２１年９月２８日

に返納された。

また、会計事務の執行については、職場研修の実施による職員の意

識改革と資質の向上及び要求者と発注者、検査実施者の区分の厳格

化による物品調達・検査体制の強化等により、改善及び再発防止を

徹底したところであり、今後更に適正な予算執行に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 央 児 童 相 談 所 平成２１年５月２１日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ５，１２８，６４０ ４９，００８，４６３ ５４，１３７，１０３
平成２０年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

１９年度 ５，１０３，８１０ ５１，８５２，５２３ ５６，９５６，３３３

差引増減 ２４，８３０ △２，８４４，０６０ △２，８１９，２３０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童

福祉施設入所負担金徴収マニュアル」に基づき、所内に滞納整理班

を設け、個別滞納整理表の作成により未納者の状況把握と徴収可能

な債務者の選別をし、重点的な納入催告に努めた。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につ

いては、保護者との連絡を密にするなど収入の確保に一層努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２０年１２月３１
日現在

平成２１年度への
繰越額（平成２０
年度末現在）

平成２１年１２月３１
日現在

平成２０年度分 ５，１２８，６４０ ５，９８５，２３０ ５，７４８，４８０

滞納繰越分 ４９，００８，４６３ ４０，４８９，３０３ ４０，１９５，５５３

計 � ５４，１３７，１０３ ４６，４７４，５３３ ４５，９４４，０３３

平成２１年度分� ― ― ５，５９３，９８０

合計（�＋�） ５４，１３７，１０３ ４６，４７４，５３３ ５１，５３８，０１３

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 児 童 相 談 所 平成２１年４月２８日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ８６８，０２０ ５，４４６，９８０ ６，３１５，０００
平成２１年１月
３１日現在（対
前年比）

１９年度 ７４３，４１０ ６，０１７，２８０ ６，７６０，６９０

差引増減 １２４，６１０ △５７０，３００ △４４５，６９０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努め

た。

また、滞納となったものについては、督促状、６月には催告書を送

付するとともに、徴収会議を四半期毎に開催し、未納者の状況把握

と徴収可能な債務者の選別を実施、訪問又は電話による重点的な納

入催告に努めた。

その結果、平成２１年度に繰り越した未収金６，２３７，１７０円のうち、平

成２１年１２月末現在６８６，２４０円を収納した。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につ

いては、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、収入の確

保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２１年１月３１
日現在

平成２１年度への
繰越額（平成２０
年度末現在）

平成２１年１２月３１
日現在

平成２０年度分 ８６８，０２０ １，０５５，３２０ ７６７，３６０

滞納繰越分 ５，４４６，９８０ ５，１８１，８５０ ３，８３４，８７０

計 � ６，３１５，０００ ６，２３７，１７０ ４，６０２，２３０

平成２１年度分� ― ― ８４５，０１０

合計（�＋�） ６，３１５，０００ ６，２３７，１７０ ５，４４７，２４０
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�公表第１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年３月３０日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

�������
�公表第１５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年３月３０日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 東 警 察 署 平成２１年４月１５日

（監査の結果）

１ 職員（１名）の住居手当について、共益費及び駐車料を含めて家賃

の額を算定したため、計３８，５００円（平成２０年４月から２１年２月まで

の１１か月分）が過支給となっていた。

２ 職員の不注意により警察車両による事故が多発（６件）し、当該車

両の廃車及び毀損、相手車両等の毀損があったので、事故防止を徹

底されたい。

（措置の内容）

１ 平成２１年３月分給与で返納済みである。

なお、再発防止のため、借家等の賃貸借契約書に、家賃、共益費、

駐車場代を明記するよう指示の徹底を図った。

２ 職員による交通事故防止の徹底に努めている。

交通事故は、「絶対に起こさせない、起こさない」をスローガンに、

朝礼、定例研修会等における「他山の石」教養の反復実施や「交通

事故防止の運転５則」の唱和、「職務倫理３分間スピーチ」の継続

実施、さらに、小集団検討会による職務倫理教養等を実施し、交通

事故防止意識の向上に努め、交通事故の根絶を推進中である。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

銅 山 川 発 電 所 平成２１年６月９日

（監査の結果）

需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差

し替えて納入させた不適正な経理処理（９４，５００円分）が認められた。

また、平成２１年度においても、同様の事例（７３，０８０円分）が認めら

れた。

（措置の内容）

今後は、要求者と発注者、検査実施者の区分の厳格化、納品書と納

入物品の確認等を徹底するとともに、職場研修により職員の法令等

遵守意識の向上を図って、適正な会計処理に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今治地区工業用水道管理事務所 平成２１年６月１０日

（監査の結果）

需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差

し替えて納入させた不適正な経理処理（６７，５６７円分）が認められた。

また、平成２１年度においても、同様の事例（２５，５２５円分）が認めら

れた。

（措置の内容）

今後は、要求者と発注者、検査実施者の区分の厳格化、納品書と納

入物品の確認等を徹底するとともに、職場研修により職員の法令等

遵守意識の向上を図って、適正な会計処理に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 央 病 院 平成２１年６月１５日

（監査の結果）

院内保育所運営業務委託契約について、月間管理費の総価による随

意契約（１者見積り）として見積りを徴したにもかかわらず、保育

内容や保育児童数の実績によって月額委託料を算定する単価契約を

締結していた。

（措置の内容）

契約単価で試算したところ見積書記載金額より安価であったことや

直営運営費より安価であったことなどから、積算方法が異なってい

たにもかかわらず契約したものであるが、次回契約更新の際に、契

約単価が適正であるかどうか精査するとともに、今後も適切な会計

処理に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

三 島 病 院 平成２１年６月９日

（監査の結果）

需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差

し替えて納入させた不適正な経理処理（３２，５５０円分）が認められた。

（措置の内容）

今後は、要求者と発注者、検査実施者の区分の厳格化、納品書と納

入物品の確認等を徹底するとともに、職場研修により職員の法令等

遵守意識の向上を図って、適正な会計処理に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

新 居 浜 病 院 平成２１年６月１１日

（監査の結果）

１ 職員（２名）の通勤手当について、人事委員会の運用通知に基づき

最短の経路でなく社会通念上合理的と認める経路について認定する

ときは、職員からの十分な検討材料の提供を受けて総合的に判断し

なければならないとされているところ、十分な検討がないまま届出

のあった通勤経路を認定したことにより、計５２，９００円（平成２０年４

月から２１年３月までの１２か月分）が過支給となっていた。

２ 現金支給する職員（１名）の期末手当及び勤勉手当について、これ

らの支給日を９日遅延して支給していたほか、このために発生した

給与資金前渡担任者預金口座の預金利子を収入していなかった。
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�愛媛県人事委員会公告第１号
平成２２年度愛媛県警察官（男性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験公告

平成２２年３月３０日

愛媛県人事委員会

松山市一番町四丁目４番地２愛媛県庁内 〒７９０－８５７０�
�
�
�
��

電話（０８９）９１２－２８２６

�
�
�
�
��愛媛県ＨＰ http：／／www．pref．ehime．jp／

愛媛県警察本部

松山市南堀端町２番地２ 〒７９０－８５７３�
�
�
�
��

電話（０８９）９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２３

�
�
�
�
��愛媛県警察本部ＨＰ http：／／www．police.pref.ehime.jp／

愛媛県警察官（男性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験を次のとおり行います。

なお、この試験（大学卒特別募集を除く。）を受けることにより、警視庁、大阪府又は兵庫県の警察官になるみちがあります。

１ 受付期間

� 申込書を持参又は郵送する場合

平成２２年４月２日（金）から４月２０日（火）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分まで）受け

付けます。

なお、郵送の場合は、同日までの消印のあるものに限り、受け付けます。

� インターネットを利用して申し込む場合

平成２２年４月５日（月）から４月１３日（火）までに届いたものに限り、受け付けます。

２ 試験区分、採用予定人員及び採用予定時期

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、申し込むことができる試験区分は一つに限ります。申込み後の試験区分の変更はできません。

試 験 区 分
採 用 予 定 人 員

採用予定時期
愛 媛 県 警 視 庁 大 阪 府 兵 庫 県

大 学 卒 ５２人 程 度 ３ 人 程 度 ８ 人 程 度 ３ 人 程 度 平成２３年４月１日

大 学 卒
特 別 募 集

９ 人 程 度 平成２２年１０月１日

なお、試験区分で大学卒を志望する場合は、次のことに注意してください。

� 警視庁、大阪府及び兵庫県の中から第２志望を選択することができます。なお、愛媛県以外の都府県を第１志望とすることはできま

せん。

� 申込み後の志望都府県の変更はできません。

	 愛媛県の第１次試験に合格した場合、第２志望はなかったものとみなします。

３ 職務の内容

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公安の維持に従事します。

４ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

（措置の内容）

１ 通勤手当は、最短の経路を認定することを原則としているが、最短

の経路以外の経路による届出があったときは、職員から検討材料を

提出させ、事務局による十分な調査・検討を実施した上で通勤経路

を認定することを徹底し、事務の適正な実施に努める。

なお、過支給額（５２，９００円）は、平成２１年６月２５日までに返納処理

済みである。

２ 預金利子は、平成２１年６月５日に医業外収益として収納した。今後

は、給与を現金支給することとなる職員の状況を適切に把握し、給

与資金前渡担任者口座に振り込まれる給与は遅滞なく職員に支給す

ることを徹底する。

人事委員会公告
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� それぞれの試験について、次に該当する者

試 験 区 分 生 年 月 日 ・ 学 歴 ・ そ の 他

大 学 卒
昭和５５年４月２日から平成５年４月１日までに生まれた男子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除

く。）若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２３年３月
末日までに卒業する見込みの者

大 学 卒
特 別 募 集

ア 昭和５５年４月２日から平成４年４月１日までに生まれた男子で、大学等を卒業した者又は大学等を平成２２年９月末日までに卒
業する見込みの者

イ 平成２２年１０月１日の採用に応じられる者

ただし、警視庁の受験資格（生年月日）は「昭和５５年５月１１日から平成元年４月１日まで」です。これに該当しない場合は、警視庁を

第２志望とすることはできません。

また、「これ（大学）と同等と愛媛県人事委員会が認めるもの」に相当する受験資格（学歴）については、他の都府県によっては愛媛

県と異なる場合がありますので、志望する都府県に直接問い合わせてください。

５ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点
警察官として必要な一般的知識及び知能について、大学卒業程度の筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時

間３０分）

身 体 検 査 －

警察官として職務遂行上必要な身体を有するかどうかについて、次のような基準で検査します。
○身 長 １６０センチメートル以上であること。
○体 重 ４７キログラム以上であること。
○胸 囲 ７８センチメートル以上であること。
○視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以上であること。
○聴 力 完全であること。
○その他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

作 文 試 験 ５０点 警察官として必要な識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。（課題１題、解答時間１時間）

体 力 検 査 －

警察官として職務遂行に必要な体力を有するかどうかについて、次のような検査を行います。

種 目 基 準

反復横とび ５０回以上／２０秒間

握力 ４５キログラム以上（左右の平均）

上体起こし ２５回以上／３０秒間

垂直とび ５５センチメートル以上

腕立伏臥腕屈伸 ３０回以上

２０メートルシャトルラン ６５回以上

長座体前屈 ４５センチメートル以上

適 性 検 査 － 警察官として職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 －
警察官として職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
なお、弁色力については、次の基準で検査を行います。
○弁色力 職務遂行に支障がないこと。

� 第１次試験合格者は、教養試験の得点の高い順に決定します。ただし、教養試験、身体検査のうち、一定の基準に達しない種目があ

る場合には、得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験種目、検査種目のうち、一定の基準に達

しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。なお、体力検査については、７種目中４種目以上、前記の基準

に達しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県のホームページに掲載しています。また、愛媛県人事委員会事務局

等において閲覧することもできます。
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� 第１次試験当日には、身体検査に適した服装を準備してください。

※ 愛媛県以外の都府県の身体検査の基準及び第２次試験の試験方法等については、志望する都府県に直接問い合わせてください。

６ 試験日、場所及び合格発表

区 分 試 験 区 分 試 験 日 場 所 合 格 発 表

第１次試験

大 学 卒 平成２２年５月９日

（日曜日）
�
�
�
�

午前 教養試験��
�
�午後 身体検査

松山南高等学校

（松山市末広町１１番地１）

平成２２年５月下旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合格

した者に通知します。大 学 卒

特 別 募 集

第２次試験

大 学 卒

第１次試験に合格した者に通知します。

平成２２年７月中旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合格

した者に通知します。大 学 卒

特 別 募 集

※ 愛媛県以外の都府県の合格発表については、志望する都府県に直接問い合わせてください。

７ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（男性）採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿に記載されます。

この名簿は、原則として、大学卒は平成２３年４月以降の、大学卒特別募集は平成２２年１０月以降の採用に対するものであり、その有効

期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に記載）から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、採用候補

者名簿に記載された者がすべて採用されるとは限りません。

また、採用候補者名簿に記載されても、大学卒は平成２３年３月末日までに、大学卒特別募集は平成２２年９月末日までに大学等を卒業

できなかった場合は、採用されません。

	 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６箇月間初任教養を受けた後、県下各警察署に配置さ

れます。


 現行の警察制度では、だれでも成績次第で、管区警察学校又は警察大学校に入校して幹部としての教養を受ける機会が与えられ、上

級の警察官への昇進のみちが開けています。

※ 愛媛県以外の都府県については、志望する都府県に直接問い合わせてください。

８ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級１９号給（現行給

料月額１９３，１２６円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手

当、勤勉手当等が支給されます。ただし、平成２２年度は、知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）第

４条第１項の規定に基づき、前記給料月額の０．５％が減額されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

※ 愛媛県以外の都府県については、志望する都府県に直接問い合わせてください。

９ 受験手続

申込用紙の入手

方法

愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署で交付します。

なお、郵便により請求する場合は、封筒の表に「警察官（男性）（大卒）請求」と朱書し、９０円切手（１部につき）をはった、

あて先明記の返信用封筒を同封してください。

また、愛媛県のホームページの電子行政サービス（申請書等電子配布サービス）から申込書等を印刷してとりだすこともできま

す。

申込方法及び受

験票の交付

申込書及び受験票（申込みのときは、写真は、はらないこと。）には、必要な事項を記入して愛媛県人事委員会事務局へ提出し

てください。申込書の受付と同時に受験票を交付します。受付を終わった受験票には、最近６箇月以内に撮影した写真（上半身、

脱帽、正面向き、縦６センチメートル、横４．５センチメートル）をはって試験当日持参してください。

なお、郵便により申し込む場合は、封筒の表に「警察官（男性）（大卒）申込み」又は「警察官（男性）（大卒特別募集）申込

み」と朱書し、受験票の表に必ずあて先を明記して５０円切手をはったうえで、簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局へ送付

してください。簡易書留郵便によらない方法での事故については、一切責任を負いません。

受験票が４月３０日（金）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

また、インターネット利用による申込方法等については、愛媛県のホームページの県・市町共同電子申請システムで確認してく

ださい。

受験手続その他

の問い合わせ先
愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署へ問い合わせてください。
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１０ 試験結果の開示

この採用試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、次のとおり口

頭により開示を請求することができます。ただし、愛媛県を志望した受験者に限ります。

開示を希望する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる書類（学生証又は身分証明書、運転免許証、旅券、合格通知書等）

を持参のうえ、執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分まで）に愛媛県人

事委員会事務局へ直接おいでください。

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

区 分 開示請求できる人 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所

第１次試験 第１次試験不合格者

得点及び順位（ただし、一定の基準に達しない試

験種目又は検査種目がある者については、順位に

代えて当該試験種目名又は検査種目名）

合格発表の日から１月間

愛媛県人事委員会

事 務 局

第２次試験 第２次試験受験者

第１次試験の得点及び順位並びに第２次試験の試

験種目別得点、総合得点及び総合順位（ただし、

第２次試験で一定の基準に達しない試験種目又は

検査種目がある者については、総合順位に代えて

当該試験種目名又は検査種目名）

合格発表の日から１月間

（注）第２志望の都府県の試験結果の開示については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

��������������
�愛媛県人事委員会公告第２号

平成２２年度愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試験公告

平成２２年３月３０日

愛媛県人事委員会

松山市一番町四丁目４番地２愛媛県庁内 〒７９０－８５７０�
�
�
�
��

電話（０８９）９１２－２８２６

�
�
�
�
��愛媛県ＨＰ http：／／www．pref．ehime．jp／

愛媛県警察本部

松山市南堀端町２番地２ 〒７９０－８５７３�
�
�
�
��

電話（０８９）９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２３

�
�
�
�
��愛媛県警察本部ＨＰ http：／／www．police.pref.ehime.jp／

愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試験を次のとおり行います。

１ 受付期間

� 申込書を持参又は郵送する場合

平成２２年４月２日（金）から４月２０日（火）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分まで）受け

付けます。

なお、郵送の場合は、同日までの消印のあるものに限り、受け付けます。

� インターネットを利用して申し込む場合

平成２２年４月５日（月）から４月１３日（火）までに届いたものに限り、受け付けます。

２ 採用予定人員

７人程度

３ 職務の内容

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公安の維持に従事します。

４ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 昭和５５年４月２日から平成５年４月１日までに生まれた女子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）

若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２３年３月末日までに

卒業する見込みの者

５ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。
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区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点 警察官として必要な一般的知識及び知能について、大学卒業程度の筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時
間３０分）

身 体 検 査 －

警察官として職務遂行上必要な身体を有するかどうかについて、次のような基準で検査します。
○身 長 １５３センチメートル以上であること。
○体 重 ４３キログラム以上であること。
○視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以上であること。
○聴 力 完全であること。
○その他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

作 文 試 験 ５０点 警察官として必要な識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。（課題１題、解答時間１時間）

体 力 検 査 －

警察官として職務遂行に必要な体力を有するかどうかについて、次のような検査を行います。

種 目 基 準

反復横とび ４０回以上／２０秒間

握力 ２５キログラム以上（左右の平均）

上体起こし １５回以上／３０秒間

垂直とび ４０センチメートル以上

腕立伏臥腕屈伸 １５回以上

２０メートルシャトルラン ３５回以上

長座体前屈 ４５センチメートル以上

適 性 検 査 － 警察官として職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 －
警察官として職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
なお、弁色力については、次の基準で検査を行います。
○弁色力 職務遂行に支障がないこと。

� 第１次試験合格者は、教養試験の得点の高い順に決定します。ただし、教養試験、身体検査のうち、一定の基準に達しない種目があ

る場合には、得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験種目、検査種目のうち、一定の基準に達

しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。なお、体力検査については、７種目中４種目以上、前記の基準

に達しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県のホームページに掲載しています。また、愛媛県人事委員会事務局

等において閲覧することもできます。

� 第１次試験当日には、身体検査に適した服装を準備してください。

６ 試験日、場所及び合格発表

区 分 試 験 日 場 所 合 格 発 表

第１次試験

平成２２年５月９日

（日曜日）
�
�
�
�

午前 教養試験��
�
	午後 身体検査

松山南高等学校

（松山市末広町１１番地１）

平成２２年５月下旬に愛媛県庁前掲示板に掲示するほ

か、合格した者に通知します。

第２次試験 第１次試験に合格した者に通知します。
平成２２年７月中旬に愛媛県庁前掲示板に掲示するほ

か、合格した者に通知します。

７ 合格から採用まで


 この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者名簿に記載されます。

この名簿は、原則として、平成２３年４月以降の採用に対するものであり、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に
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記載）から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、採用候補

者名簿に記載された者がすべて採用されるとは限りません。

また、採用候補者名簿に記載されても、平成２３年３月末日までに大学等を卒業できなかった場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６箇月間初任教養を受けた後、県下各警察署に配置さ

れます。

� 現行の警察制度では、だれでも成績次第で、管区警察学校又は警察大学校に入校して幹部としての教養を受ける機会が与えられ、上

級の警察官への昇進のみちが開けています。

８ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級１９号給（現行給

料月額１９３，１２６円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手

当、勤勉手当等が支給されます。ただし、平成２２年度は、知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）第

４条第１項の規定に基づき、前記給料月額の０．５％が減額されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

９ 受験手続

申込用紙の入手

方法

愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署で交付します。

なお、郵便により請求する場合は、封筒の表に「警察官（女性）（大卒）請求」と朱書し、９０円切手（１部につき）をはった、

あて先明記の返信用封筒を同封してください。

また、愛媛県のホームページの電子行政サービス（申請書等電子配布サービス）から申込書等を印刷してとりだすこともできま

す。

申込方法及び受

験票の交付

申込書及び受験票（申込みのときは、写真は、はらないこと。）には、必要な事項を記入して愛媛県人事委員会事務局へ提出し

てください。申込書の受付と同時に受験票を交付します。受付を終わった受験票には、最近６箇月以内に撮影した写真（上半身、

脱帽、正面向き、縦６センチメートル、横４．５センチメートル）をはって試験当日持参してください。

なお、郵便により申し込む場合は、封筒の表に「警察官（女性）（大卒）申込み」と朱書し、受験票の表に必ずあて先を明記し

て５０円切手をはったうえで、簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。簡易書留郵便によらない方法での

事故については、一切責任を負いません。

受験票が４月３０日（金）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

また、インターネット利用による申込方法等については、愛媛県のホームページの県・市町共同電子申請システムで確認してく

ださい。

受験手続その他

の問い合わせ先
愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署へ問い合わせてください。

１０ 試験結果の開示

この採用試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、次のとおり口

頭により開示を請求することができます。

開示を希望する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる書類（学生証又は身分証明書、運転免許証、旅券、合格通知書等）

を持参のうえ、執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分まで）に愛媛県人

事委員会事務局へ直接おいでください。

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

区 分 開示請求できる人 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所

第１次試験 第１次試験不合格者

得点及び順位（ただし、一定の基準に達しない試

験種目又は検査種目がある者については、順位に

代えて当該試験種目名又は検査種目名）

合格発表の日から１月間

愛媛県人事委員会

事 務 局

第２次試験 第２次試験受験者

第１次試験の得点及び順位並びに第２次試験の試

験種目別得点、総合得点及び総合順位（ただし、

第２次試験で一定の基準に達しない試験種目又は

検査種目がある者については、総合順位に代えて

当該試験種目名又は検査種目名）

合格発表の日から１月間

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号

２９１



�愛媛県公安委員会規則第４号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３０日

愛媛県公安委員会委員長 � 井 實

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（公安委員会にする申請等）

第１条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかの申請をしよう

とする者は、その者の住所地を管轄する警察署（第４号の申請に

あつては、自動車の使用の本拠地を管轄する警察署）を経由しな

ければならない。ただし、第５号の申請にあつては、喜多郡内子

町に住所地を有する者は大洲警察署内子交番を、西予市野村町又

は同市城川町に住所地を有する者は西予警察署野村交番を、北宇

和郡松野町又は同郡鬼北町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼

北交番を経由することができる。

� 法第４５条の２第２項に規定する高齢運転者等標章の交付申請

� 法第４５条の２第３項に規定する高齢運転者等標章の再交付申

請

� 省略

� 省略

� 法第９４条第２項に規定する免許証の再交付申請

� 次条第１項第２号クに規定する通行禁止除外標章及び同項第

３号ウに規定する駐車禁止除外標章の交付申請

� 第１５条第１項に規定する自動車の運転の管理に関する能力に

係る認定申請

３・４ 省略

（警察署長の駐車許可）

第８条 法第４５条第１項ただし書又は第４９条の５ の規定によ

り、警察署長が駐車を許可する車両は、その日時、場所、用務等

から判断して、駐車が禁止されている場所に駐車しなければなら

ない特別の事情があるものとする。

２～６ 省略

別表第１（第２条関係）

障害の区分 障害の級別 重度障害の程度

省略

乳幼児期以前の非

進行性の脳病変に

よる運動機能障害

省略

移動

機能

１級及び２級

省略

肝臓機能障害 １級から３級

までの各級

特別項症から第三

項症までの各項症

（公安委員会にする申請等）

第１条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかの申請をしよう

とする者は、その者の住所地を管轄する警察署（第４号の申請に

あつては、自動車の使用の本拠地を管轄する警察署）を経由しな

ければならない。ただし、第５号の申請にあつては、喜多郡内子

町に住所地を有する者は大洲警察署内子交番を、西予市野村町又

は同市城川町に住所地を有する者は西予警察署野村交番を、北宇

和郡松野町又は同郡鬼北町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼

北交番を経由することができる。

� 省略

� 次条第１項第２号クに規定する通行禁止除外標章及び同項第

３号ウに規定する駐車禁止除外標章の交付申請

� 第１５条第１項に規定する自動車の運転の管理に関する能力に

係る認定申請

� 省略

� 法第９４条第２項に規定する免許証の再交付の申請

３・４ 省略

（警察署長の駐車許可）

第８条 法第４５条第１項ただし書又は第４９条の２第５項の規定によ

り、警察署長が駐車を許可する車両は、その日時、場所、用務等

から判断して、駐車が禁止されている場所に駐車しなければなら

ない特別の事情があるものとする。

２～６ 省略

別表第１（第２条関係）

障害の区分 障害の級別 重度障害の程度

省略

乳幼児期以前の非

進行性の脳病変に

よる運動機能障害

省略

移動

機能

１級から２級

までの各級

省略

公安委員会規則

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号

２９２



附 則

この規則は、平成２２年４月１９日から施行する。ただし、別表第１の改正規定は、同月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第２号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２２年３月３０日

愛媛県公安委員会委員長 � 井 實

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

法令 専決事項

省略

道路交通法 １ 第４５条の２第１項の規定による高齢運転

者等が運転する普通自動車に係る届出の受

理

２ 第４５条の２第２項の規定による高齢運転

者等標章の交付申請の受理及び交付

３ 第４５条の２第３項の規定による高齢運転

者等標章の再交付申請の受理及び再交付

４ 第４５条の２第４項の規定による高齢運転

者等標章の返納の受理

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

法令 専決事項

省略

道路交通法

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

公安委員会訓令

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号

２９３



３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 省略

３４ 省略

道路交通法施行

規則

１ 第６条の３の３の規定による高齢運転者

等標章の記載事項の変更の届出の受理

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

省略

附 則

この訓令は、平成２２年４月１９日から施行する。

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

道路交通法施行

規則

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

省略

平成２２年３月３０日 発行

愛 媛 県 報平成２２年３月３０日 第２１５３号

２９４


